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今日、私たちが、あらためて地方自治を問い直すことは、日常的な運動とし
て、岐阜県の自治体問題の具体的な課題に取り組むことを意味します。
大小さまざまなプロジェクトを、生活とのかかわりでとらえ、みんなで研究する 
― これが「岐阜県地方自治研究センター」の願いです。
これは、多くの階層の、そして多くの県民の参加によって、岐阜県の地方自
治発展の「決して小さくない要素」を創り出すと信じます。

岐阜県地方自治研究センター設立趣意書（1978.6.22）より

初代理事長　中村波男 書
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　2024 年 9 月 26 日、嬉しいニュースが届き
ました。静岡地裁は、袴田巌さんに無罪判決
を言い渡しました。これは、『1996 年、静岡
県清水市（現静岡市）の味噌製造会社専務宅
で一家４人が殺害された罪に問われ、逮捕さ
れた従業員の袴田巌さんが、捜査段階にお
いて犯行を「自白」。裁判では一貫して無罪
を主張したが、1980 年に死刑が確定。その
後 1981 年、2008 年の 2 度にわたる再審請求
が行われ、昨年 3 月再審開始が確定。9 月 26
日無罪判決』となった冤罪事件です。同地裁
の国井裁判長は判決の中で、「証拠とされた
衣類は偽装工作、検察の自白調書は、被告に
苦痛を与え供述を強制する非人道的な取り調
べで作成され任意性に疑問。実質的な捏造」
と批判しています。
　検察は 10 月 8 日、控訴を断念。逮捕から
58 年、これでようやく、袴田さんの無罪が
確定しました。この先、刑事補償法に基づく
補償金を請求することはできますが、長い苦
難の時間を取り戻すことは誰にもできませ
ん。それでも、袴田さんは「人」としての生
活をやっと取り戻すことができました。これ
からは、穏やかな生活を送っていただきたい
ものです。
　10 月 9 日の朝日新聞社説では、「袴田さん
の無罪確定へ、この不条理から何を学ぶ」と
いうタイトルのもと、この理不尽をどう救済
できるだろう。誤った判決によって半世紀近
く自由を奪われ、死刑執行を恐れて心を病ん
だ。この上ない人権侵害を起こしたと、関係
機関の責任の重さを論じています。自白の強
要や証拠の捏造。捜査機関におけるこれらの

行為は、あくまで過去の捜査において行われ
たものと認識していますが、冤罪は決して過
去のものではなく、未だに再審請求されてい
る事案もあります。今回の無罪判決も、再審
開始が決定して 10 年、検察はあくまで抗告
して争いましたが、ただ袴田さんの死刑囚と
しての立場を長引かせるだけの結果となりま
した。もし、死刑確定後、死刑が執行されて
いたら袴田さんは無実のまま亡くなってい
た、と考えると、本当に安心しました。しか
し、現在もなお、死刑確定から数十年にわた
り、拘置所に収監されている方もいると聞い
ていますが、もし冤罪ならば…。
　「大川原化工機」の冤罪事案では、起訴取
り消し後の国家賠償請求訴訟で担当警察官ら
が捏造を認め、地裁は国と都に賠償を命じま
したが、未だ控訴審で争っている状態です。
これらの事実からも、わが国は一刻も早く、
再審法の改正や「人質司法」の是正を含む、
刑事司法制度の改革に舵を切らねばならない
と考えます。
　この原稿を書いているのは 10 月 9 日、衆
議院の解散、総選挙が決まった日です。なぜ、
今選挙を行わなければならないのか。能登半
島に暮らす人々は、とても選挙どころではな
く、生活再建さえも難しい状態にあることは、
誰もが認識するところです。国家は、国民の
生命や財産、権利を守る責任があり、権力者
が自分たちの都合で動かすものではありませ
ん。本当に残念なことでありますが、まずは
袴田さんの無罪確定の喜びを皆さんと分かち
合い、次のステップに進んで行きたいと思い
ます。

道標 袴田巌さんの無罪判決に寄せて

岐阜県議会議員 渡 辺 嘉 山
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　今日は、働き方改革としての非正規公務員

問題ということでお話しします。とりわけ、

非正規の問題だけではなく、正規公務員が今

どういう状態にあるか。自治体にお勤めの

方、ないしは議会で御活躍されている方は御

案内だと思いますが、公務員の志望者が激減

していること、そして20代、30代の職員が辞

めていく、採用内定を出しても４分の１は辞

退する、なかでも専門職は採用できない事態

が各地で起こっています。非正規公務員問題

だけでなく、公務員人事管理全般にわたる問

題も含めてお話しさせていただきます。

「正規職員になれないのは私のせい ?」

　私は非正規公務員問題を人権問題として捉

えています。今から５年前に沖縄で講演をし

たときのエピソードです。ある女性が、講演

後に私のところにきて、「雇い止めされたの

は私の能力不足のせいではなかったのです

ね」と涙をぼろぼろこぼしながら語り掛けて

きました。彼女はある自治体で図書館に10年

以上勤めていましたが、ある年、「このまま

働き続けたいのなら公募試験を受けなければ

ならない」と言われたそうです。ところが、

館長は「あなたなら大丈夫」と言っていたに

もかかわらず落ちた。落ちたというか落とさ

れた。雇用の継続ができなかったのです。

　この公募試験というのは、法律で定められ

た措置ではありません。公務員には労働契約

法が適用されていないため、５年を経過して

も無期転換することもないので、５年を前に

雇い止めしなければならない理由もない。そ

の講演の中で、労働契約法が非適用なのに、

なぜ５年公募を入れるのかを解説しました。

非正規公務員の雇止めに係る裁判では、有期

雇用の非正規公務員でも損害賠償請求の対象

となる雇用継続の期待権が認められることに

なってきた。採用手続を取らずに任期を更新

し続けると、次も採用されるだろうと期待す

るのは当然で、にもかかわらず雇用の継続の

期待権を裏切る形で雇い止めした場合は、損

害賠償の対象となり、自治体はそれに応じな

ければならないという事例が二、三出まし

た。　

　自治体側は、雇用継続の期待権が生じると

いうことが裁判例で認められたため、形式を

整えるために公募試験をするようになりまし

た。長く勤めることを認めると期待権が生じ

るということを理由にして損害賠償請求が行

われるのではないかと恐れ、公募試験を口実

に雇い止めをするという事例が頻発した。今

も頻発しています。泣きながら私のところに

来た彼女も、考えてみればそういった事例の

一つなのです。さらに恐ろしいのは、試験で

落とされたのは自分の能力が足りなかったか

らだと思い込まされるということです。

　人とのつながりとか、機会などが奪われ、

それが自分の能力不足のせいだと思わされる

状況のことを「剝奪」と福祉の現場では表現

働き方改革としての非正規公務員問題
　　　　　 ─ 公務員志望者激減の中で

立教大学コミュニティ福祉学部コミュニティ政策学科特任教授 上 林 陽 治

　特集１　　この原稿は岐阜県地方自治研センター第47回記念講演（2024年6月22日）
の内容をまとめたものである。
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します。例えば、お友達の家では小学校に上

がるときに新しいランドセルを買ってもらっ

た。だけどうちには来ない。新しい靴を小学

校に上がるときに買ってもらっていたけど、

うちには来ない。おもちゃもない。夏休み、

お友達の家とは違ってうちは旅行にも行けな

いという機会が奪われ、自分の持てる能力を

発揮できない環境に置かれると、それは自分

の能力が足りないからだと思わされていきま

す。それを剝奪というふうに言うのですが、

剝奪状況に置かれると自分自身をリスペクト

できなくなり、能力不足が今の自分の処遇や

境遇に陥らせるのだと考えるようになりま

す。

　非正規の人たちと話をすると、正規の人た

ちから「会計年度任用職員にいることに不満

があるなら正規の公務員試験を受けりゃいい

じゃない。受からないから今の境遇なので

は？」と面と向かってよく言われると。正規

になれなかったのは、あなた自身のせいとい

うまなざしとか取扱いが非正規公務員を剝奪

状況に陥らせるのです。恐ろしいのは、この

剝奪状況なのです。自分自身をリスペクトで

きない人たちがかなりの数に及び、後でお示

ししますが、自治体によってはそういう人た

ちが職員の７割を占めている。それで本当に

十分な公共サービスができるだろうかと私自

身は危機感を持っています。彼女は図書館の

職員でしたが、専門的に図書館の司書として

正規で採用するということはほとんどない。

図書館関係の人たち、図書館協会に聞いてみ

ても年間１人か２人だそうです。なので、図

書館で働きたければ、そこだけで働きたいと

いうことになれば非正規に甘んじるしかな

い。つまり、能力がないから正規になれない

のではなく、正規職がないから正規職になれ

ないというように組み立てていかないと剝奪

状況を打破できないと思います。その辺が、

これからの公務員の採用についても考えてい

かなければならないのだと思います。

会計年度職員制度の理解のために

①国の期間業務職員

　会計年度任用職員制度は2020年に導入され

ました。その10年前の2010年に国家公務員の

非正規公務員制度が大きく変わり、期間業務

職員制度といいますが、その前は日々雇用職

員と言っていました。日々雇用職員というの

は、毎日毎日、採用と転職を繰り返すという

仕組みで、ちょっと現実的ではありません。

これは裏を返すと任期がないのです。ただ、

任用予定期間というものだけはありました。

でも予定ですから、日々雇用職員制度のとき

には任期というのはなかったのです。

　2010年に期間業務職員制度が入り、任期を

１年にするとなりました。そして３年目には

一般公募にさらすという制度になりました。

つまり、この2010年の期間業務職員制度が初

めて非正規公務員に任期という概念を持ち込

んだのです。これが期間業務職員制度や会計

年度任用職員制度の肝中の肝なのです。それ

までは非正規公務員の任期は定められていま

せんでした。　

②ハローワークの非常勤職員

　国の期間業務職員のうちフルタイムは約1

万2000人で、週30時間以上のパートが２万

5,000人います。この週30時間以上勤務の

パート職員のほとんどがハローワークの相談

員です。≪図１≫は、ハローワークに勤務し

ている職員の正規・非正規の割合をグラフ化

したものです。割合で見ると、直近であれ

ば、2024年４月現在でハローワークの職員の
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64.3％は非常勤の期間業務職員です。今年４

月から何人かを正規化するという取り組みが

始まりましたが、ハローワークに行って窓口

に座っていて仕事を紹介してくれるのがほと

んど非正規です。かなりの部分が女性です

が、彼女たちも公募試験にかかるので、ハ

ローワークの期間業務職員を募集していると

いうことをハローワークの掲示板に貼りま

す。それを貼るのは彼女たちです。３年目で

自分が公募にかかる、その公募の試験の内容

を貼るのです。隣の席にいる同僚も公募にか

かるので、みんなライバルの状態になってい

るのです。試験直前は職場が異様な状況にな

ります。グラフを見ていただくと分かるとお

り、正規のラインは一定です。だけど、非正

規のところは凸凹しています。つまり、かな

りの程度で辞めさせられている実態で、３月

31日にハローワークを退職した相談員が、４

月１日に私の仕事を紹介してほしいとカウン

ターの向こう側にいる。それが今のハロー

ワークの現実なのです。

　もう一つはハローワークの仕事の中で、一

般就労の職業紹介は減ってきています。一

方、ハローワークが新しく立ち上げた事業、

例えばマザーズハローワークというシングル

マザーに対する仕事の紹介とか、あと就労困

難な人たちへの仕事の紹介をする部署をつ

くってきています。就労困難の人を就労に結

び付けるにはかなり時間がかかります。開拓

もしなきゃいけません。そういった仕事も、

みんな任期１年の非常勤のハローワークの職

員にやらせていたのです。さすがに長い時間

　　　　　出所）厚生労働省「ハローワークの取り組みと実績」各年版より筆者作成

≪図1≫　ハローワークの職員数の推移
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を要する仕事を任期１年ではまずいねという

雰囲気になり、少ない数ですけれども、今年

は111人が新規に採用されました。

「なぜ任期 1 年がついた ?」 人事院・
内閣府の検討過程・制度の方向性
　少し話がそれましたが、なぜ今まで任期が

なかったものを任期１年にしたのか。ここか

らは労働法学会において、人事院の人が報告

したものから紹介します。

　2010年に期間業務職員制度に入るときに、

幾つかの方向性を考えたそうです。まず、方

向性の１は正規化する。これは公務員の世界

では定員化措置と言います。確かに1960年に

国家公務員も、地方公務員も定員化措置を実

施しました。2010年時も常勤化する、定員化

措置することを検討はしたけど、定員削減計

画がある中で、難しいという判断になりまし

た。次に検討した方向性の２は、非正規職員

が就いている仕事を全部業務委託に出してし

まう。でも、今のハローワークのように、か

なり困難な事例や業務の継続性、なかには守

秘義務がかかる仕事もあり、業務委託には出

せないということになり頓挫しました。

　残ったものは方向性の３で、非常勤の職員

のまま改善をしていく。当初は非常勤なら

パートということだけで検討していました

が、省庁の方から、日々雇用職員のほとんど

フルタイムだと反論され、フルタイム勤務形

態も認めることになった。でもそうすると、

フルタイムで非常勤というのは、いかにも論

理矛盾になる。そこで新たに非常勤職員であ

るための要件を定めることになった。それが

任期なのです。任期をつけたら、それを非常

勤とみなすと人事院と内閣府の中で検討した

ようです。

　任期をつけると非常勤だということまで

は、何となくそれもそうかなあとなります

が、何年で切るのかということが次の問題

になりました。労働基準法は1回の有期雇用

期間を３年まで許容しているのです。ところ

が、公務員だと３年になると不都合が生じ

る。１年を超えるかどうかで判断せざるを得

ない。それは予算が単年度主義ため、１年を

超えると長期継続と考えざるを得なくなるか

らからです。そうすると、仕事は長期的にあ

るのに任期を１年で区切るという職員をどう

あてはめるかが次に問題になり、こういう解

決策を取ったそうです。

　１年を超えた官職というものは恒常職に該

当してしまうので困難。そこで考えついたの

は、任期を1回更新して２年目以降に入った

非常勤職員の雇用は、別の非常勤の仕事に再

採用したと観念する。任期の更新ではない、

再度の任用だと。観念というのは実態ではな

く、そのように考えましょうということで

す。この問題に関して私どもが国の役人に対

し「これは任期の更新じゃないですか」と迫

ると、いいえ更新じゃありませんと。新しい

職に新規採用されたのです。人物は同じで

も、仕事は一緒でも、新しい仕事です。新し

い仕事に新しい人を採用ましたと一点張り。

ちょっと現実離れしているところで観念した

のです。それも無理やりです。要するに非正

規というのは任期がついている人、任期は１

年以内。２年目以降は新しい職に新しく就い

た人だから観念しろと思いついたのです。そ

して同じ仕組みが、2020年に会計年度任用職

員にも入ってきました。

任期があるから非正規ではない、任期をつ
けることで非正規に　─ 自治法の定め ─
　今ほど申し上げたとおり、任期があるから

非正規ではないのです。任期をつけることで
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非正規にしたのです。任期があるも

のを非正規にする、非常勤にすると

の考え方が初めて出されたのです。

こういった考え方がどうして可能に

なったのかというと、≪図２≫自治

法のほうから見ると分かりやすいで

す。地方自治法172条３項には、職員

の定数は、条例でこれを定めると出

ています。ただし、臨時または非常

勤の職員についてはこの限りではな

い。

　また自治法208条を見ると、普通地

方公共団体の会計年度は毎年４月１

日に始まり、翌年３月31日に終わるものとす

る。会計年度は４月１日から３月31日です。

この２つの条文から分かることは、地方公務

員には大きく分けると２種類あり、172条の

３項の前段、職員の定数は、条例で定められ

た定数内の職員と、ただし以降の定数外の職

員、この２種類があるということです。

　正規というのは定数内職員ですが、会計年

度を越えて採用される無期雇用の人です。任

期が無期ということは、自治法208条の予算

単年度主義から外れるため、定員によって別

途の管理をしなくてはならない。大学を卒業

して定年の61歳までの39年間、自治体の財政

を拘束するわけです。そういう人たちが多く

なると、自治体の財政の硬直させることにな

るため、二重の管理として定員管理という制

度が入ってきました。

　一方、臨時または非常勤の職員の任期は１

年であるため予算単年度の範囲になり、わざ

わざ定数をつくることはない。それで、会計

年度内で採用と退職をする職員のことを定数

外職員、定数管理から外すということになっ

たのです。

　会計年度任用職員というものは、いい得て

妙な言葉です。任期は１年です。その１年は

４月１日から３月31日の会計年度の中だけで

処理されます。だから、会計年度内に任用さ

れている職員なのです。図２をで示したもの

を解説すると、定数内職員と定数外職員がい

て、定数内職員は任期が会計年度を越えて定

数管理を要する職員で、定数外職員は任期が

会計年度で予算管理内の職員。任期が会計年

度を越えて定数管理する職員が無期雇用の職

員で、任期が会計年度で予算管理をされるの

が有期の非正規職員ということになります。

地方公務員の種類は、この二種類なんです。

地方公務員の非正規化の現在

　地方公務員における非正規化が一体どこま

で進展しているのかということを次に申し上

げます。

　≪表１≫は、都道府県、政令市、市区町

村、一部事務組合ごとに、どれくらいの非正

規公務員の数がいるのかを見たものです。任

期が６月以上で１週間当たりの勤務時間が常

勤職員の半分以上（以下、従前要件という）

の職員、非正規公務員が、都道府県で17万

出所）筆者作成　

　≪図2≫　自治法から考える定数内職員・定数外職員
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8,000人、政令市で７万9,200人、市区で38万

4,000人います。合計で74万人です。勤務時

間がこれ未満の人または任期も６月未満の人

たちを見ると、その数が47万6,000人ぐらい

います。あわせて121万9,000人が非正規公務

員のボリュームです。一方、正規公務員、無

期雇用の常勤職員である正規公務員は280万

人です。ということは、日本全国の非正規割

合は30.6％、つまり、日本全国の自治体に勤

めている職員の３割は非正規です。

　住民に最も身近である基礎自治体である市

区町村を取り出してみると、政令市を含む市

区町村では41.3％が非正規です。政令市を除

く市区町村は45.3％です。ですから、基礎自

治体である市区町村で働いている職員の約半

分は非正規公務員というのが現在の実態で

す。これは2023年の統計で取りました。実数

も非正規割合が増え、３年前の2020年の統計

を見ると合計で112万5,000人と３年間で９万

人増えました。法律で会計年度任用職員とい

う制度を定めたので、安心して採用するよう

になってきたのです。それまでは脱法的な行

為というふうに言われてきましたが、今は安

心して非正規公務員を採用する時代になった

のです。

　2020年４月１日現在のデータで職種別で

調べてみると、図書館員の73.3％が非正規で

す。給食調理員の約７割、保育士の56.9％も

非正規です。女性支援相談員と消費生活相談

員の約８割が非正規です。とりわけ非正規職

員の女性割合は75.4％です。先ほど市区町村

の非正規割合は４割超と申し上げましたが、

この４割超のうち75％が女性の非正規公務員

のため、全地方公共団体の職員のうち３割超

が女性の非正規公務員ということになりま

す。ですから、女性の非正規なくして、今、

市区町村の公共サービスはないのです。 

全国平均よりも高い割合にある岐阜県
内の非常勤職員数
　2023年のデータに基づき、岐阜県内の自治

体の非正規化状況≪表２≫を見てみましょ

う。

　岐阜市を例にとると非正規職員の合計が

3,838人です。従前要件では2,208人の非正規

職員、従前要件未満が1,630人います。正規

職員は4,206人です。全部合わせると全職員

が8,044人で、このうち従前要件の非正規と

≪表1≫　自治体階層別非正規公務員実数と非正規割合（2023.4.1現在）

出典）非正規公務員の数値は、総務省「地方公務員の会計年度任用職員等の臨時・非常勤職員に関す
る調査結果」正規公務員の数値は総務省「令和5年地方公共団体定員管理調査」（2023年４月１日
現在）から筆者作成
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正規を合計すると6,414人になり

ます。非正規割合は、全職員を

分母にすると47.7％、約半分が

非正規です。従前要件と正規職

員の合計数を分母にすると、非

正規割合が34.4％、3分の1にな

ります。

　全職員を分母にした非正規割

合が最も高いのが本巣市で、全

職員の63.8％が非正規です。従

前要件で見てみると52.1％です

から、半分以上は非正規で、こ

れは県内で２位でした。先ほど

全国の非正規割合は市区町村で

45％と申し上げましたが、はる

かに超えています。

　次は町村を含めたものです。

従前要件で見た場合に最も非

正規割合が高いのが垂井町で

52.9％です。この垂井町には週

の勤務時間が20時間未満の人は

いませんので、ほぼ正規職員と

同じくらいのボリュームで働い

ている人たちです。52.9％が非

正規なので、垂井町は半分以上

の職員が非正規で成り立ってい

るということです。

　そのほか、全職員で見た場合

には揖斐川町が職員の74％、４

分の３が非正規という状態で

す。従前要件でも５割以上が非

正規です。従前要件で見てみる

と、最も非正規割合が高いのが

垂井町で52.9、２番目が本巣市で52.1、３番

目が東白川村51、揖斐川町が50.3でした。全

国の平均である45％よりも高い部類で、岐阜

県内の市町村では非正規割合が出ています。

どうして非正規職員がこれだけ多くなったの

かということを次に見ていきますね。

出所）総務省調査より筆者作成（2023.4.1現在）

≪表２≫　岐阜県県内地方自治体の非正規割合
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地方公務員の非正規化はなぜ生じたのか

　最も正規の職員が多かった時代が1994年で

す。これが正規の地方公務員のピークのとき

で、人数は328万人です。それからずっと減

少し続けました。1994年は非正規に関する政

府の統計がなかったので自治労の調査から引

用していますが、1994年時点の非正規、定数

外職員の数は23万4,000人ぐらい、割合が93

対７です。ところが、2023年になると、定数

内の職員が280万人、非正規の職員が122万人

で割合は69対31になりました。≪図３≫

　定数外職員が増えた要因に関して、私は３

つのパターンがあると申し上げてきていま

す。１つは正規の定数とその代替です。定数

内職員を削減し、その代替で非正規を入れて

きた。職種では、事務職員、教員、保育士、

図書館員がこれに該当するだろうと考えてい

ます。

　２つ目のパターンは、補充型と言っていま

すが、増加する地方自治体の仕事に、正規で

なく非正規で補充するというパターンです。

要因は、災害だけではなく、子供の数は減り

続けているのに待機児童が発生し、社会が貧

困化、高齢化ということもあり、生活保護受

給世帯が増えたからです。生活保護に関して

いうと、保護世帯80世帯に１人のケースワー

カーをつけるというのが法律上の標準です。

それを守って正規職員だけで進めているとこ

ろはほぼなく、生活保護のケースワーカーを

80世帯に１人とできないから、代わりに非正

規職員をケースワーカーに入れるという事例

があちこちで起こっています。多分、岐阜県

内でも同じだと思います。保育士は、待機児

童が増えているのに、正規の保育士は入れら

れないから、委託にするか非正規にするかで

す。このように業務が増えているのに正規を

入れられないので非正規で補充するというや

り方を補充型と名づけました。

　３つ目のパターンは、新規行政需要型と名

づけましたが、2000年以降一番増えたのが相

談支援です。2000年以降に、地方自治体に相

談窓口とか相談体制を義務づける法律がたく

さん制定された。例えば児童虐待防止法、ス

トーカー防止法、ＤＶ防止法、それから障害

者虐待防止法ですとか高齢者虐待防止法、自

殺対策防止法でも相談員を

つけろという法律ができま

した。このような相談支援

という仕事が自治体に義務

づけられてきたのです。そ

こに人を、正規職員が削減

状況なので充てられないの

で、新しい仕事については

非正規で対応するというや

り方を取ってきました。非

正規が増えてきた原因の一

つだと考えてください。

≪図３≫　地方公務員の非正規化はなぜ生じたのか
正規化の３パターン
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官製ワーキングプアの現在

　処遇状況はどうなっているのかということ

を、これも御案内だと思いますが、おさらい

をしておきます。≪表３≫は、2020年の総務

省の調査から作成しました。一番上の一般事

務職員のところを見ると、推計の月収が13万

7,000円で、月20日ぐらい平均働き、平均勤

務時間７時間、それから当時の期末手当の平

均支給額21万6,000円を加え、年収換算額が

186万円ぐらいだろうと推計できました。こ

の年の正規公務員の年収換算額は、推計で

644万円です。186万円と644万円を比較する

と、一般事務職員の非正規の給料は正規公務

員の３割ぐらいになっています。

　同じようにほとんどの職種について計算し

ました。図書館員の場合だと３割程度、消費

生活相談員だと36.5％、教員だと42％と37％

くらいで、ほぼ３割から４割の水準、事務職

員に関しては３割を切るぐらいの年収水準で

正規職員と一緒に仕事をしてきたわけです。

　今年から勤勉手当が支払われるわけですが

フルタイム勤務で期末・勤勉手当が支払わ

れると、年収推計額は300万円程度になりま

す。しかしこれは制度値の限界です。正規職

員は600万円以上の水準ですから、フルタイ

ムで働いても２分の１程度ということになり

ます。その人たちは正規職員と一緒に、場合

によっては同じ仕事をしているのです。保育

士だと６割の方が非正規ですから。

　期末手当が支払われるようになったとき、

期末手当は払うけど、給料を減らしたという

ことが生じました。自治体の団体数だけでい

うと４分の１の自治体がこれをやりました。

都道府県では、47都道府県中25道府県、政令

市では半分、市区では37.5％、町村で22.1％

が月給の削減措置をしました。

　期末手当の支給に関して不足財源を国は地

方交付税で補充します。期末手当支給財源が

補充されると、それをプラスするのではな

く、月給分を下げたのです。そうすること

で、交付税部分はそのまんま自治体の他の財

源に入れて、他に流用してしまう。それが約

４分の１の自治体で生じました。人数で換算

単位：円

非正規公務員

平均時給a

平均

勤務

日数

/月 b

平均

勤務

時時

間/
日 c

一般事務職員 137,620 983 20 7 216,056 1,867,496 400,860 1,630,926 6,441,246 29.0%
図書館職員 149,100 1,065 20 7 221,072 2,010,272 31.2%
消費生活相談員 174,312 1,614 18 6 258,533 2,350,277 36.5%
教員・講師（義務教育） 215,740 1,541 20 7 222,266 2,811,146 409,003 1,783,762 6,691,798 42.0%
教員・講師（義務教育以外） 202,160 1,444 20 7 236,943 2,662,863 431,414 1,869,293 7,046,261 37.8%
保育所保育士 162,260 1,159 20 7 278,830 2,225,950 336,629 1,419,449 5,458,997 40.8%
給食調理員 134,995 1,015 19 7 221,750 1,841,690 349,134 1,576,832 5,766,440 31.9%
清掃作業員 149,100 1,065 20 7 219,464 2,008,664 407,408 1,687,127 6,576,023 30.5%
看護師 169,456 1,424 17 7 280,608 2,314,080 378,048 1,455,767 5,992,343 38.6%
保健師 173,859 1,461 17 7 253,028 2,339,336 39.0%

正規公務員

格差

X/Y
推計月収 

A 
(a×ｂ×ｃ)

平均期末

手当支給

額　B

年収換算額

（A×7.75×21×
12月＋B）

・・・X

月例給与

平均額

（C）

期末勤勉

手当平均額

（D）

年収換算額

（C×12月+
D）

・・・Y

≪表３≫　職種別正規・非正規年収格差（2020年4月1日現在）

出典）非正規公務員の数値は2020総務省調査の様式３Ｂ　職種別の給料（報酬）額等の状況より。
正規公務員の数値は、総務省「令和２年地方公務員給与実態調査結果」。なお、正規公務員の保育士
の数値は福祉職である。
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してみると、４割ぐらいの非正規に影響した

のではないかと推計しました。

　さらに、昨年、遡及改定がありました。人

勧で給料が上がって、正規の公務員は４月に

遡って改定されたので、改定前との差額をま

とめて12月に払われました。ところが、非正

規に関して遡及改定をした自治体は全国で

55％にとどまったのです。残りの45％は遡及

改定しませんでした。総務省は、どこの自治

体なのかと尋ねても名前を教えてくれませ

ん。正規は遡及改定して非正規はしませんで

したから、その分、また格差が開いてしまっ

たのです。

　先ほど期末手当のところを申しましたが、

去年の補正予算で遡及改定分の交付税措置は

正規か非正規に関わらずされているのです。

だから実施しない、遡及改定をしないという

ことは、その分、自治体の財政のどこかに

入ってしまっています。遡及改定を会計年度

任用職員にもすべきであると総務省が通知で

促しましたが、やらない自治体がほぼ半分で

した。

　やらない理由は非常に面白くて、①システ

ムの改修が間に合わない。なぜ手計算でやっ

てくれないのでしょう。それから、②４月１

日の時点で給与額が決定しているので、それ

以上増やすことはできないと言っている自治

体。ですが公共工事では、工事費が嵩んだ場

合には追加経費を支出している。これらが理

由になっていますが、問題は、正規は遡及改

定できて何で非正規はできないのか。だか

ら、ちょっと理屈に合わないことが理由とし

て述べられていて、結局、財政負担を負いた

くないだけなのではないだろうかと。

　さらに、今年から勤勉手当が支給されます

が、勤勉手当も払わないところが多いので

す。法律で勤勉手当を支給するように決めて

も、全国で130何自治体が勤勉手当を払わな

いことにしているそうです。

自治体は貧困ビジネスに手を染めた

　長野の新聞で信濃毎日というローカル紙と

してはかなり著名な新聞があります。そこの

記者が勤勉手当を支給する自治体と支給しな

い自治体を調べてくれました。長野、岡谷、

飯田、諏訪、中野など９市が払わないという

ことにしたそうです。ちょっと考えられない

です。

　もう一つあります。これもずっと前から言

われていることですが、自治体の非正規公務

員の勤務時間が、正規と比べて１日15分だけ

短いという現象が生じています。１日の勤務

時間が、常勤が７時間45分で、非正規が７時

間30分ということです。1,220団体でこうい

う措置を実施しています。令和５年の昨年で

いうと５万8,154人が15分だけ短いのだそう

です。なぜこんな措置をするのかというと、

退職手当を払いたくないからです。退職手当

の支給要件は、①フルタイム勤務、②条例に

よって異なりますが、６月以上勤務すると退

職手当請求権が発生します。会計年度任用職

員制度が入る前は、退職手当請求権を発生さ

せないために、１日とか、１週間とか、雇っ

ていない期間（空白期間）をおいてきした。

そうすると６か月要件をクリアできなくな

り、退職手当請求権を付与しないというやり

方を取っていたのです。

　ところが、会計年度任用職員制度になっ

て、それができなくなった、法律上、空白期

間をおいてはいけないことになったので、自

治体は次の手を考えます。もう一つの要件で

あるフルタイムにしないのです。でも、短く

し過ぎると人手が足りなくなる。だから15分
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だけ短いという現象が生じました。その数が

どんどんと増えています。これが実態です。

ある婦人相談員からの投稿　　

　先ほど相談支援のところが新規事業として

多くなっているという話をしましたが、そこ

で働いている人たちが今どういう思いなのか

ということをご紹介します。

　コロナ禍が起こり始めた2020年春、ある婦

人相談員の方から私のところにメールで届

き、次のように記されていました。「ドメス

ティックバイオレンス被害支援等の女性相談

の支援をほぼ一人で行っている。同じ課内で

は生活保護受給を行うケースワーカー、児童

相談員がいるけど、コロナ対策は全く取られ

ていない。同じ課内の職員の出勤率は連日

100％、感染者が出たら事務所閉鎖にならざ

るを得ない。支援が行われなければ生活困窮

が深まり、暴力による身の危険に陥る可能性

が高い。そういう窮地に追い込まれることに

なる弱者を支援していることを上司が理解で

きていない。2020年４月の給与（会計年度任

用職員制度が始まったとき）、から2万円の減

収。昨年同様の業務を行っているにもかかわ

らず減収となり、生活の見通しが立たない。

手取りは12万、相談に来る母親のほうが収入

は高く、相談のたびに自分の給料の低さに情

けなくなる。賞与を夏・冬もらえても、昨年

より年収が減る」いう内容でした。この方で

すが、この前もちょっと連絡を取ってみたの

ですが、コロナを経てどうなったのと聞いた

ら、辞めてないです。今も続けていますと。

　婦人相談員全体で見てみると≪図４≫の結

果になっています。コロナのときに、むしろ

婦人相談員の担い手は増え、しかも、ベテラン

の人たちほど多くなっています。つまり、辞め

ていなかったということです。2020年４月、上

側のグラフですが、20年以上選手が15人だっ

たものが、２年後、2022年には21人になって

います。15年以上選手も39人だったものが50

人になっています。辞めていないです。

困 難を抱えている人を置いて逃 げな
かったPSM（パブリックサービスモチ
ベーション）というキーワード

　東京大学の小川真理子先生が調べたところ

によると≪表４≫、業務経験２年以上の女

性相談支援員の処遇は、正規職員が月給で

　≪図4≫
　　　市自治体における婦人相談員の
　　　業務経験別人数（2020・2022）

2022年4月現在

（市）

2020年4月現在

（市）
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32万8,000円、非正規職員は14万9,000円です

から２分の１です。勤務時間はそこまで開い

ていなくて、168対102ですから、10対７ぐら

いでしょうか。でも給料は半分になっていま

す。非正規公務員問題も含めた公務員制度、

公務員の問題を考える上でのキーワードとし

て「パブリックサービスモチベーション（Ｐ

ＳＭ）」という用語を私は使っています。後

ほどまた出てきますが、パブリックサービス

モチベーションというのは職業選択の際に、

人々の福祉や公共の利益の実現に重点を置

き、自分の利益よりも優先して、時にはそれ

を犠牲にすることすらあるという概念です。

この概念は、簡単に言うとやりがいと言え

るかもしれません。小川先生の報告による

と、≪表５≫なりますが．婦人相談員の業務

のやりがいは、「とてもやりがいがある」

が25.9％、「ある程度やりがいを感じている

が」62.5％で、約９割は仕事にやりがいを感

じて仕事に当たっています。

　業務への満足度≪表６≫は、同様に「満足

している」が16.2％、「やや満足している」

が62.3％、やはり９割は婦人相談員の仕事に

ついて、非正規でありながら、処遇が低くて

も満足しているのです。これがＰＳＭです。

個人よりも他者の利益を優先する、だからリ

スクを負っても辞めないのです。

　ところが、こういったＰＳＭの高い人たち

が非正規化をしているという現実が一方で進

行しています。児童虐待の相談、一時保護所

から地域に戻ってきたときに見守り、児童虐

待について住民から通告があったときに真っ

東京大学の小川真理子特任准教授（社会学・ジェンダー研究）「公的部門の最前線で女性支援を行う
婦人相談員の全国調査」（　https://www.iii.u-tokyo.ac.jp/news/2023103019217）

≪表４≫　業務経験2年以上の女性支援相談員の処遇等（2023年4月1日現在）

出所）厚労省女性支援室「婦人相談員の給与等について（2023年8月）」を筆者加工
注）＊は小川報告書より

　≪表５≫　婦人相談員の業務のやりがいについて　≪表6≫　婦人相談員という業務の満足度
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先に対応するのが市区町村の児童虐待、家庭

児童相談員という方々ですが、その方々のか

なりの部分が非正規だということ、とりわけ

業務経験が長い者ほど非正規化をしていて、

任期１年で繰り返し任用しているというこが

わかります。

専門職ほど非正規化　　　　　　─ 　　
あ　─ 家庭児童相談員の場合
　児童虐待の相談、一時保護所から地域に

戻ってきたときに見守り、それから児童虐待

について住民から通告があったときに、真っ

先に対応するのが、実は市区町村の児童虐

待、家庭児童相談員という方々です。その

方々のかなりの部分が非正規だということ、

とりわけ業務経験が長い人ほど非正規化をし

ていて、任期１年で繰り返し任用しているの

です≪表７≫。

　ハイライトになっているところを見てくだ

さい。人口10万人未満のところで正規・非正

規割合を見ると、人口10万人未満では61.1％

が非正規です。10年以上を見てみると、人口

10万人未満のところ、人口10万から30万人、

人口30万人のところでも非正規のほうが多

い。任期１年で繰り返し任用されていて、専

門職で専門的に児童虐待に対して対応すると

いうのは非正規のほうが多いのです。しかも

長く勤務している者ほど。これが、専門職が

非正規化してくるという実態です。とりわけ

相談業務のところで、この状態が進行してい

ます。

　生活保護の相談窓口でも、生活保護担当面

接相談員で正規・非正規の割合を見ると、全

国では560対743で非正規職員のほうが生活保

護の担当面接相談員になっている割合は高

く、57％を占めています。相談窓口、相談支

援のところほど非正規化をしています。

　特に専門職がそうですが、なぜこんな状態

が引き起こってくるのかというと、一つの

きっかけになっている通知があります。1997

年の自治行政局が出した「地方自治・新時代

における人材基本方針策定指針」です。この

中では、「個々の職員の持つ能力を最大限発

展させることを人事管理の目的の一つとして

明確に位置づけて、ジョブローテーションを

通じて様々な職場をバランスよく経験するこ

とで、視野や知識、技術を幅広く深いものに

していく」と書かれています。

　1994年に地方公務員の数が最も多くなっ

た、その３年後に出された通知です。これか

　≪表７≫　平成30年度　市町村虐待担当窓口の運営状況調査結果

出所）厚生労働省調べ
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ら正規の公務員が少なくなりますよ、そのと

きに業務を回していくためにはどうしたらい

いですかと。つまり、定数の削減があっても

行政水準を保つためには、正規職員の職務範

囲を拡大していく。一人一人が担う仕事の範

囲を拡大する。そのためにはジョブローテー

ションを推進して、いろんな仕事を経験さ

せるということを推進したのがこの通知でし

た。正規職員をジェネラリスト化して、逆に

ジョブローテーションにそぐわない長い業務

経験を有する専門職が徐々に非正規化してき

たという現実がここから発生しました。

　濱口桂一郎さんという厚生労働省の研究機

関の研究所長をなさっている方が、人事院が

発行している『試験と研修』という雑誌にタ

イトルは「公務員とジョブ型のねじれにねじ

れた関係」というタイトルでこう書いていま

す。「非正規公務員問題はじめ、公務員制度

をめぐる諸問題の根源に、様々な公務需要に

対応すべき公務員モデルとして徹底的にメン

バーシップ型、つまりジョブローテーション

を前提にするようなメンバーシップ型が根幹

に置かれた。その結果、何でもできるが何も

できない総合職モデルしか用意されていない

ということがある」と書いています。確かに

ジョブローテーションを前提にすると、専門

的にその仕事を追求するということができに

くくなります。ある意味、素人化していくわ

けです。それが97年から今日までの30年間近

く、この状態が続いてきたということです。

児童相談所の現状

　とりわけ、専門職で運営されなければなら

ない児童相談所もジョブローテーションの波

にのみ込まれました。2019年２月21日に千葉

県野田市で少女が父親からの虐待で亡くなっ

た時、長年、児童相談所長をしていた方が毎

日新聞の中で「児童相談所の現場は経験の浅

い職員ばかり。２年ほど前から研修は充実し

てきたが、どんなに研修しても次々と職員は

変わっていく。児相の専門性への認識が人事

担当者に欠けている」と発言しています。

　児童相談所の虐待に対応する児童福祉司の

業務経験年数を調べてみると、2020年段階

で、職員の23％は業務経験が１年未満、１年

から３年が28％、３年から５年が16％、３年

未満の職員が51％です。すなわち５年未満の

職員は67％なのです。

　児童相談業務は、厚生労働省の資料による

と、一人前になるまでには５年、スーパーバ

イザーの仕事に就くまでには10年の経験が必

要だと言われています。でも、業務経験10年

以上の職員は13％です。少なくとも３分の２

の職員が５年未満で異動しています。こうい

う児童相談所の業務経験の浅さ、少なさが、

苛烈な児童虐待の問題に対応できない体制に

変えてきてしまったということの遠因となっ

ているのです。さすがにこれではまずいとい

うことがだんだんと生じ、茨城県の中央児童

相談所では専門職を非正規職員で賄ってきた

のですが、非正規で採用募集をかけても全く

集まらなくなりました。そこで茨城の児童相

談所では2021年から正規職採用を始めまし

た。茨城だけではなくて、児童相談所を持っ

ている都道府県、政令市、中核市のかなりの

部分で福祉専門職の採用を復活しはじめまし

たが、今後は児童相談所だけではなく専門職

採用という形にどんどんと流れていくと思わ

れます。

公務員は選ばれない

　専門職として採用しないと人が来ないとい
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う実態が生じてきています。それ以前に、公

務員は選ばれないのです。選ばれない職種、

選ばれない職場になってしまったのです。

2023年９月29日に総務省の研究会が報告書を

出しました。この中で注目すべきは「人材の

確保」という単語が入ったことです。先ほど

御紹介しました1997年の地方自治・新時代に

おける人材育成基本方針策定指針では育成

だけでした。ところが、去年出された報告書

は、人材育成に加えて、人材の確保、職場環

境の整備ということを記しました。問題は、

なぜ確保なのかということなのです。

　『日経グローカル』という雑誌があり、私

はそこで連載を持っていますが、その連載の

一つで長野県の小布施町を取材したことを記

しました。この小布施町は、2020年の総務省

の統計を分析してみると、日本の自治体で最

も非正規割合が高い自治体なのです。68.6％

でした。しかし、さっきの岐阜県を見ても、

これより多い自治体があったのはちょっと

びっくりしましたが。

　日本で一番非正規割合が高い自治体で何が

起こったのかということですが、まず2020年

５月１日にＡさんという方が町長室の隣にあ

る階段からひもを垂らして、そこで命を絶ち

ました。Ａさんの場合、その前の10月の台風

19号による千曲川の氾濫で土砂の排土に追わ

れていて、他部署に職員の派遣を依頼しまし

たが、協力は得られませんでした。コロナが

発生し商店街の対応に追われ、相当な長時間

労働と過労だったようです。人が少ない、正

規職員が少ないので、応援を頼んでも誰も応

じてくれない。非正規職員は給料が安いので

頼めないという遠慮があったのでしょう。そ

の翌年２月、50歳代の男性職員が自殺をしま

す。同じ月、女性職員が上司との激しいやり

取りの後に心不全で亡くなります。22年１

月、30代後半の男性職員、この人は福祉関係

の職場にいましたが、この人も自死しまし

た。このほか過去６年ほどの間に５人の職員

が退職し、４人の職員がメンタル疾患により

療養休暇を取得しています。

　非正規を多くつくるということは、それな

りに人件費の削減につながるかもしれないけ

ど仕事は変わらないわけで、少ない正規職員

で多くの仕事を担うということになる。そう

するとこういった事件が発生してくるので

す。

　自治体がどれだけブラック化しているかと

いうことは、若い人たち、学生は分かってい

ます。1995年から21年までの民間の採用状況

と公務員の受験者の志望者数の関係をグラフ

化してみました≪図５≫≪表８≫。これは対

照的な関係になっていて、民間で採用意欲が

高まり行政職の受験者数が減るという関係に

なります。逆に大学生の内定率が下がると、

≪図5≫　就職内定率と地方公務員試験受験者数の関係
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公務員の志望者が増えるのです。

　正規公務員の志望というのは、実は民間企

業の志望の常に２番手なのです。民間の採用

意欲が少なくなると、公務員志望者が増える

という関係になっています。とりわけ、この

間、民間の採用意欲が高いので、自治体の競

争試験採用の志望者数とかはめっきり減って

きました。受験者数は、2016年52万人だった

のが、2021年で46万人です≪表９≫。合格者

数はそれなりに出しているけど、採用にはつ

ながりません。つまり、辞退者数が増えてき

ているのです。辞退率が25.4％で、４人に１

人は内定を辞退しています。

常態化してきた若年職員の離職とそ
の理由
　さらに、採用後にどんなことが発生したの

かというと、20代の退職です。20歳代後半層

では、3.5％から４％の職員が退職していま

す。なぜ若い人たちが辞めていくのか、滋賀

県人事委員会の調べになりますが、係長と係

員を比較すると「仕事に対して意欲を持って

前向きに取り組めていると思いますか」とい

う質問に対して、「そう思う」「ややそう思

う」というのは、係長では合わせて52％、係

員で47％。若い人も仕事に前向きに取り組ん

でいるというのがほぼ半分です。

　一方、上司に当たる所属長よりも上位の部

長クラスになると、９割近くが前向きに取り

組んでいる。課長は８割以上、課長補佐クラ

スになると56％です。係長とか係員クラスに

なると、自分の裁量で仕事を切り分けできま

せんから、いろんなところから仕事が降って

きて、一体私は何をやっているか状態になる

のです。そうすると、仕事に前向きに取り組

めないという状態につながっていきます。

　一方、会計年度任用職員のところを見てみ

ると、やる気を持って仕事に当たっているの

が17.7％、ややそう思うが53％で、７割の会

計年度任用職員は仕事に前向きに取り組んで

います。この７割というのは、課長補佐より

も高いのです。

　何を言いたいのかというと、自分がこなさ

なければならない仕事の領域がはっきりして

いることが重要なのです。一方で、多くの仕

事を請け負うと、私は一体何者なのか、私は

一体何をやっているのか分からないとなって

くる。そうすると何が発生するのかというと

心の不調です。場合によっては休職します。

≪表８≫　
就職内定率と地方公務員試験受験者数の関係

≪表９≫　
地方公共団体一般行政職競争試験採用・辞退の状況
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年代別の休職者割合で見ると、最も多いのが

10代・20代で2.54％、30代が2.45％で、若い

人ほど心の病になって休職をします。職位別

に見ると、係員が最も多いです。心の不調休

職の70％以上が係員です。

　もともとはＰＳＭが高い人が公務員をめざ

してきたのですが、そういう人ほど、今、公

務員を目指しません。株式会社ディスコとい

う調査会社の調べでは、学生が就職した会社

を選んだときの理由は何ですかという問いに

対し、2019年から21年までの３年間で見ると

「社会貢献度の高さ」なのです。高いＰＳＭ

を持っている人ほど、公務でなく民間企業を

目指すのです。それほど今、公務というの

は、公務の仕事をしても社会貢献に役立たな

い。むしろ民間企業のほうが社会貢献してい

るということが若者たちの見立てなのです。

　公務員の仕事に対するイメージを変えない

と人は集まりません。公務員を選んだ若い職

員というのは、もともとＰＳＭが高いため、

個々の職員が、市民の役に立っているという

ということを実感していくことを公務職場で

実現していかない限り、離職ドライブは変え

られません。まずは若い人たちのPSMを高

めていき、定着させていくことが、必要な要

件だろうと考えています。

　私の話はこれで終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

≪司　会≫
　御講演、ありがとうございました。質疑応答の時間に入りたいと思います。
　講演は、非正規公務員の現状に始まり、それがどうしてこうなったかという歴史分析、そして最後に公務員
を目指す若者の公務員に対するイメージとか働き方に対する考え方といった話にも及んでいました。どこから
でも構いませんので、御意見、質問、感想等ある方は挙手にてお願いいたします。

≪質問1≫
　実際に私の職場でも、市町村合併を機に３割ほどの人員削減が行われました。定数が850人ですが、今
820人ぐらいです。毎年30人程足らないような状況で推移しています。入職しても３年程で３割が退職している
ような状況です。待遇が良くないことと、やりがい搾取のような格好になっています。今の若い子は心の病で苦
しんで休職したり、辞めていったりとあります。おそらく全国的にあると思います。こういったような職員に対して、
我慢して出勤させるのが職場のためであるのか。それとも、特に若い子たちなんかは将来あるから、ジョブチェ
ンジを促したほうが、その子の将来の構築のためには良いことなのかなと思いますが、先生はどのように考え
ますか。

  講師回答  
　一つ目のご質問は、新規採用されてくる人たちをどのようにして定着させるか。私が推奨しているのはジョブ
型で、採用して一定の仕事を任せていくという方法。ニッチな方もいらっしゃると思いますが、民間組織では配
属先を先に言って、そこに配属するという採用方法が大分増えてきて、若い人たちから言わせると、どこに配
置されるのか分からないことを配属ガチャと言い、それが就職先として選ばれない理由になっているということ

質疑応答
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もあるそうです。今までジョブローテーション型だったため、なかなか変わりにくいとは思いますが、まずは採用
方法から、それから異動のルールもジョブ型を念頭に置いていかないと、自分の仕事の領域が見えない。それ
が見えないから、私は誰なのかという状態になり心の病になる。これまで分析していて、そこだけは分かってきま
した。どのようにしてやるべき仕事の領域と人物との関係性をつくっていくのかということに着目していくしかな
いと考えます。
　２つめは、病になってしまって、それをどうやって復帰させるか。これは長い時間かけて復帰させていくしか多
分ないだろうと思います。そのときに本人の意向というのがまずあって、そこと相談しながら職場の中に少し
ずつ慣れていくということをしてもらうしかないと思います。なぜ心の病なのかというと、私も幾つかの自治体を
回ってきてつくづく思ったことがありますが、若い職員の中に、やりたいことがないという職員はまずいません。
ところが、公務という仕事は、自分たちの組織の中で仕事を選ぶということがなかなかできず、国から下りてく
るし法律に従わなければならない。中堅どころは、その仕事の仕方に慣れているので、国から下りてきた仕事
をこなす方法をわかっている。でも若い人たちは自分の仕事をしたい、これを詰めていきたいといった思いがあ
り、そこの矛盾が今の心を病んでいくということの主因かなあと見立てています。
　ではどうするのか。端的に言うと人を増やして、一人一人が持つべき仕事の領域を確定していく。そうしない
と自治体組織そのものが再生してこないし、人も育てられないように思います。そのような人事ルールにしてい
くことが今必要だろうと。では心を病んだ人たちをどうしていくか、ここは組織全体で話していくしかないかな。
私には、答えが見つかりません。
　強調しておきますが、定員管理をやっているというのは日本だけです。ほかの国にはありません。多くは人件
費管理です。人件費が一定程度あって、その中で誰をどのように雇うのも自由、必要な個所に人を雇うという
やり方を取るのが普通。日本は定員管理というところから脱していく必要があるのかなと思っています。

≪質問２≫　
　印象的だったのは、専門職ほど非正規化し、正規職員は逆にジェネラリストという形に、極端に言えば何も
できない職員になっていくように思えました。うちの自治体は戸籍・住民票の窓口が非正規化ではなく、全部、
民間委託されています。以前は戸籍の専門家とか住民票のプロと呼ばれる職員もいましたが、徐々にそう
いった職員がいなくなりました。窓口の民間委託の職員が難しい質問を職員にしますが、それに答えるべき職
員というのが２年目、３年目の職員だったりするとプレッシャーを感じる。私の自治体は５年で必ず異動させるこ
とになっているので、職員の育成みたいなことにも齟齬が生じて、いびつな形になっています。
　１つ質問をさせていただきます。うちと同様だろうなと思わされたのが、非正規化のパターンです。定数削減
の代替型に非正規化が進んでいて、教員、保育士、図書館員というのがありますが、学校給食の調理員も正
規の退職者不補充となっています。非正規化を進めているため200人余りの調理員の中、今、正規が３人し
かいません。業務形態としては正規と会計年度が混在しています。それを根本的に変えることも何もせずにそ
うなっていて、会計年度職員の仕事が大変になっています。募集をかけても人は来ないし、来ても辞めてしま
うという状況に立ち至っているというような厳しい状況で憂慮しています。職場に責任を持つ人がいないような
状況になるので、そこはやっぱり正規化が必要だと思いますが、その辺りを、先生はどんなふうに考えられます
か。

  講師回答  
　おっしゃるとおりです。まず、現業職での特徴で申し上げると、今日は示すことができませんでしたが、業務委
託化です。削減するときのパターンは、業務委託を通じて、例えば用務員、給食調理員、清掃などの現業職、
あと以前はどの自治体でもいた電話交換手など今はほぼいません。そういう業務は委託に出される。一部だ
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け直営でやっているというところがあるが、正規よりも会計年度のほうが多くなる。給食調理員などがそうです
ね。民間委託はそれなりの市場がないとできないので、町村部や地方だと民間委託もできずに、結局それで
非正規化をするというパターンが給食調理員では出てきています。会計年度任用職員だけでやっている図書
館など特にそうなのですが、日本図書館協会の統計をずっと見ていくと最初から非正規なのです。このような
現象のことを私と非正規問題について取り組んでいる研究者の方々は基幹化と言っています。
　最初に基幹化が発生したのは、業種でいうとスーパーマーケット業界です。今、スーパーマーケットで働いて
いる人の８割がパートですが、最初はこの人たちを使って仕事していこうという形だったのが、今やパートの職
員が商品発注をするようになっている。それと同じ現象が公務の世界でも起こっています。会計年度任用職
員でありながら、非正規でありながら、基幹職として公共サービスを展開しているというようになってきている。
職種によって異なりますが、非正規割合が高い職種であるほど、非正規職員が基幹職員として、ほぼ管理職
のような役割を担っているという現象が各地で起こっています。だからこそ役割に応じた、処遇だけじゃなくて
雇用の形態にしていかなくてはならなくて、それがジョブ型の正規という新しいジャンルをつくらないと対応でき
ないじゃないかと私は提唱しています。
　今までのようなジョブローテーションでどこでも何でもやりますという正規職員も必要だけど、それ以外の、そ
の仕事を究めていきますというジョブ型の正規というのも併せて公務員の採用形態としてつくっていく必要
で、そこには今いる非正規の人たちを投入していくということが必要だろうなと思います。

≪質問３≫
　非常勤職員はどうしても処遇が低いということで仕事に中心的な立場として関わりにくい、遠慮しがちに
なるというような傾向がある一方で、少なくなった常勤職員はある意味責任や仕事も集中し過重労働となり心
の病となる。現場の最前線で市民と相対する部隊がものすごく疲弊しているという実態を感じています。質問
の一つ目ですが、非常勤職員の登用状況と過重労働、心の病等の相関関係みたいなものを客観的に説明
するようなものとかというのは、どこかで研究されたものがありますか。
　もう一点、感想として思ったのが、滋賀県人事委員会のアンケートのところです。なるほどというか、これも身
につまされたのが、組織の中で、組織の上位にいて、仕事をある意味、下に投げられる権限を持っている人は
仕事に対する熱意が高くて、下に行くほど熱意が低いというのは、ああ、なるほどと思わされました。以上です。

  講師回答 　
　職位別のやりがいを調べた滋賀県人事委員会の調査は、どこへ出してもみんな苦笑します。なるほどねと、
なぜか自分が納得できる材料としてあるのですね。なるほどねと思ったと同時に、このためには一人一人の仕
事の裁量権を確立しなきゃならないので、裁量権を確立するためには、今までだったら出世をして上位のほう
に行き仕事の裁量権が発揮できるようにするという形しか描けていなかったけど、そうじゃない仕組みを考えな
きゃいけない。それが仕事の領域の確定なのです。仕事の領域を確定して、その仕事を究めさせていくことで
やる気を維持する。調査では、それが会計年度任用職員のところにはっきりと出ていたと分析できます。
　仕事の領域がすっきりしてさえいれば、なぜうまくいき、なぜ見通し通り動かないのかがはっきりする。トライ＆
エラーの繰り返しができる。そうすることで仕事に対するやる気は相当維持できるという見立てです。
　それで、御質問にあった非常勤職員が多いところに、正規職員の心の病が多くなってくるのではないかと
いう統計は、残念ながらありません。ありませんが、こういうことではないかと思ってエピソードを拾いに行ったの
が小布施町です。だから、このようなエピソードを積み上げることによって、統計では見られない部分が見えて
くるかなあと思っています。また、研究手法としてはちょっとどこまでできるか分かりませんが、まずはその辺から
出発するしかないなと思います。
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≪質問者４≫　
　私は学校給食職場の調理員で会計年度職員として働いています。調理員は全体で200人程、正規3人
以外はパートタイムの会計年度任用職員です。勤務時間が年間1,495時間と短い人ばかりです。小学校の
給食なので、小学校１校に対して定数何人というかたちで働いていますが、その定数が足らない状況です。
結局、正規が３人しかいないので、私たちが仕事を回していかなければならないことは分かっていますが、私
が10年前に働き始めたときは補助で給食を作るつもりで入ったので、まさか給食全般を回していくようなパー
トになるとは思ってもいなくて。それで今この状況です。フルタイムで働いたら、多分現状はちょっと改善される
かなと思いますが、フルタイムで働くと私たちの時給単価が下がってしまうので、それもできない状況でとても
困っています。

  講師回答  　　
　運動をあまり得意としていませんので、解決策がなかなか出づらいのですが、その職場ごとに最適な解決策
を話合いの中で決めていくしかない、最適解をつくっていくしかないと常々思っています。それはモデルがある
わけではなく、一つ一つの職場で、一つ一つの現場で最適な解をつくっていくという、そのためには話し合って
いくしか多分ないと思います。
　処遇の問題とか、雇用の安定の問題とか、責任の問題とか、様々な要素はあると思いますが、まずは何が、
この職場で会計年度任用職員が働いていく上で一番ネックになっているのかということを話合いの中で導き
出し、それをまずは解決していくということを積み上げていくしか多分ないと思います。
　それは会計年度任用職員の問題だけではなく、住民参加の取り組みでも同じです。様々な政策をつくっ
て実現していく過程では必ず話し合って最適の解をみんなでつくり上げていくということが最も実は確実で早
い、効果的で効率的な方法になります。いらいらするとは思いますが、話し合ってみて最適な解を、かつ何が
肝なのかということを見つけ出すということが、その話合いの中で重要かなと思います。

≪司　会≫
　ありがとうございました。まだまだ質問がたくさん出そうな雰囲気ですが、大変申し訳ありませんが、時間の都
合上、この辺りで締めさせていただきたいと思います。様 な々データ、考え方を示していただけたので、それぞ
れの職場、組合へ持ち帰って議論をしていただければと思っております。上林先生、どうもありがとうございまし
た。（拍手）
　これで閉会といたします。ありがとうございました。（拍手）
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　岐阜市において職員に対する損害賠償事案

が発生した。今回は職員への弁償・賠償責任

について説明した後、岐阜市の案件について、

岐阜市報告書、組合報告書、監査報告書、を

もとに検討をした。

１．はじめに

　公務員も人なので、ときには間違い、とき

には過ちを犯し、結果として誰かに損害を与

えてしまうことがある。それが公務に関する

もので損害を国民・住民に与えたのであれば、

原則その損害賠償は国家賠償法を通じて処理

される。もっともその場合は、被害を被った

国民・住民に対して国や公共団体が賠償し

（国家賠償法１条１項）、その損害発生につい

て当該公務員に故意または重過失がある場合

に限って当該公務員に対して国・公共団体に

よって求償権が行使される（同条２項）。

　しかし、例えば公立学校のプールの元栓を

閉め忘れた教諭に対しての自治体からの賠償

請求など、国家賠償訴訟ではない形での公務

員の賠償責任問題がたびたび報道されている

ように
※1

、国家賠償にかかる求償を経ずに国

や公共団体が被った損害を直接求めることが

ある。岐阜市でも、水路・道路維持管理業務

※ 1　　例えば、小松市事案として産経新聞ウェブ版「プールの水約 25 杯分出しっ放しで賠償請求　校長
ら３人に 135 万円　マニュアル守られず」（2024 年７月 18 日）、川崎市の事案としてＮＨＫウェブニュー
ス「プールの水流出　95 万円弁償　教員の責任はどこまで？」（2023 年９月 29 日）、横浜市事案として読
売新聞オンライン「プールの水を教諭が止め忘れ出張に、４日間流し続け損害 58 万円…市教委は賠償請
求せず」（2024 年１月 17 日）、などある。

にかかる支払い遅延問題で発生した岐阜市の

損害について、市が懲戒処分の他に職員個人

に賠償を求めたという事案が発生している。

今回はこの岐阜市の支払い遅延分賠償責任事

件を中心に公務員の賠償責任（弁償）につい

て検討していきたいと思う。そこには公務員

個人に問題があり、ゆえに賠償・弁償せよ、

という単純な構図ではなく、公務員を取り巻

く職場環境や公務員自身が業務を遂行するた

めの様々な仕組み・手順にみられる組織上の

問題に気づかされる。

２．公務員の賠償責任の概観

（１）国家賠償との比較、国と地方の違い

　国家公務員であれ、地方公務員であれ、国

民・住民に違法に損害を発生させた場合は、

国家賠償法により処理がなされる。国家賠償

法１条１項は「国又は公共団体の公権力の行

使に当る公務員が、その職務を行うについ

て、故意又は過失によつて違法に他人に損害

を加えたときは、国又は公共団体が、これを

賠償する責に任ずる。」としており、違法な

行為をした公務員を直接被告にして損害賠償

を求めるのではなく、損害を被った国民・住

民に対して公務員個人に代わって国・公共団

　特集２　　

公務員の弁償・賠償責任
─ 岐阜市の事案に関連して

岐阜大学地域科学部准教授／岐阜県地方自治研究センター研究員 三 谷　 晋
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体が賠償を行うこととされている（代位責任

主義。公務員個人を被告とすることができな

い。）。こうした仕組みが採用されているのは、

直接公務員を被告し賠償責任を問う仕組みに

すると、仮に敗訴となってもその公務員は巨

額の賠償を支払うことができないことも予想

され、そうなると被害者の救済ができなくな

ることが考えられるし、損害賠償責任を問わ

れることを懸念して公務に停滞が生じる可能

性があるからであるという説明がなされるの

が一般的である。しかし公務員個人はこれで

賠償責任から解放されるのかというと、次に

２項では「前項の場合において、公務員に故

意又は重大な過失があつたときは、国又は公

共団体は、その公務員に対して求償権を有す

る。」と定められているので、故意・重過失

があれば国・公共団体から求償されることが

ありうる。ただし、この求償権はあまり行使

されないという。なぜなら、被告が国・公共

団体となっている訴訟では、被告側は訴訟に

おける主張のなかで当該公務員には過失すら

ないとしていることが多く、敗訴したからと

いって一段上げて重過失がある前提で求償権

を行使することが難しいとか、身内になかな

か求償できないからであると説明されること

がある
※2

。

　しかし、これが地方公務員の場合は、地方

自治法に定める住民監査請求や住民訴訟に

※ 2　　参照、宇賀克也・小畑順子編著『条解国家賠償法』（弘文堂、2019 年）175 － 176 頁。なお重過失
というのは、ほとんど故意に近い著しい注意欠如の状態とか、問題となる注意義務そのものがあまりにも
本質的・基本的なものであるため行為者はほんのわずかな注意さえすれば、権利侵害の結果を予見可能で、
かつ回避も可能であるという意味で使われる。この点について、参照、潮見桂男『再建各論Ⅱ不法行為法（第
４版）』29 － 30 頁（新世社、2021 年）。
※ 3　　裁判所ウェブサイト。
※ 4　　参照、塩野宏『行政法Ⅲ（第５版）』370 頁（有斐閣、2021 年）、宇賀克也『行政法概説Ⅲ（第６版）』（有
斐閣、2024 年）582 頁。地方公務員の場合は地方自治法で弁償という文言は使わずに「賠償責任」として
いる（地方自治法 243 条の２の８タイトル）。
※ 5　　国の場合は、出納官吏については会計法、物品管理職員は物品管理法、予算執行職員は予算執行
職員等の責任に関する法律が用意されている。弁償を命じる行為が処分性を有するかどうかで争いがある

（つまり処分性があるとされれば抗告訴訟、行政不服申立てが可能）ものの、今回は救済ルートを検討す
るわけではないので立ち入らない。参照、宇賀・前掲書（注４）586 － 587 頁。

よって求償しないことが住民から問題とされ

ることがあるので、そのプレッシャーにより

国の場合より求償権行使の可能性が高まるこ

とになる。実際に、最判平 29 年９月 15 日大

分県教育委員会教員不正採用住民訴訟（求償

権懈怠違法確認請求事案）はその例であろ

う
※3

。

　次に、国家賠償訴訟を介さない場合の職員

の損害賠償責任についてであるが、教科書

的には、「弁償」として説明されることが多

い
※4

。地方公務員の場合は、地方自治法 243

条の２の８（改正前は地方自治法 243 条の２

の２）が「会計管理者若しくは会計管理者の

事務を補助する職員、資金前渡を受けた職

員、占有動産を保管している職員又は物品を

使用している職員」に関する損害賠償責任追

及の根拠となっている
※5

。これらの職員が「故

意又は重大な過失（現金については、故意又

は過失）により、その保管に係る現金、有価

証券、物品（基金に属する動産を含む。）若

しくは占有動産又はその使用に係る物品を亡

失し、又は損傷したときは、これによつて生

じた損害を賠償しなければならない。次に掲

げる行為（支出負担行為等）をする権限を有

する職員又はその権限に属する事務を直接補

助する職員で普通地方公共団体の規則で指定

したものが故意又は重大な過失により法令の

規定に違反して当該行為をしたこと又は怠つ
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たことにより普通地方公共団体に損害を与え

たときも、同様とする。」と定められている。

なお、ここに挙げられている職員以外の者の

場合は、民法で処理される（民法 709 条や

715 条３項）
※6

ものの、会計管理者等ですら重

過失が要求されているわけであるし、それと

のバランスからいって重過失が求められると

する考え方が一般的である
※7

。つまり、地方

自治法 243 条の２の８が列挙する「会計管理

者、会計管理者の事務を補助する職員、資金

前渡を受けた職員、占有動産を保管している

職員、物品を使用している職員」に該当して

いようがしていまいが、故意または重過失が

なければ賠償責任を問われないということに

なる。地方公務員の場合は、賠償命令という

行政処分が出されるため、もしこれに不服の

者があれば行政不服審査法に基づく不服申立

てや行政事件訴訟法の抗告訴訟をすることに

なる。

（２）事例

　総務省は、地方公務員の賠償責任の事案に

ついて、「職員の賠償責任に関する調」とし

て公表している（「職員の賠償責任に関する

調（令和３年４月１日から令和５年３月 31

日まで）」）
※8

。請求の根拠も、現在の地方自治

法243条の２の８（改正前は243条の２の２）、

国家賠償法１条２項、民法 709 条と分けて整

理されている。

例えば、令和３年４月１日から令和５年３月

※ 6　　宇賀・前掲書（注５）587 －８頁。国の場合も、出納官吏、物品管理職員、予算執行職員以外の
一般の職員の不法行為責任は特段の定めがないが、責任を免れるわけではなく、民法の不法行為法の適用
を受けることとなり、しかしながら会計法等の適用職員とのバランスから故意・重過失が求められる、と
解されている。この点について、中西又三「会計職員の責任」『行政法体系 10』324 頁。なお参照、塩野
宏『行政法Ⅲ（第５版）』（有斐閣、2021 年）371 頁。
※ 7　　塩野・前掲書（注６）373 頁、宇賀・前掲書（注５）578 頁。
※ 8　　https://www.soumu.go.jp/main_content/000932828.pdf 参照。　
他に平成 30 年４月１日から令和３年３月 31 日までのものもある。これについては https://www.soumu.
go.jp/main_content/000799592.pdf 参照。

31 日まで分に関してあげると（自治法以外

は注記）、徴収金 10 円の亡失（千葉県）、公

用車での瞬間的な睡眠による事故（鳥取県）、

警察官の職務上知った高齢者への 1100 万円

の詐欺（京都：国賠法）、納付された市県民

税等の収入金 102 万の亡失（大崎市）、補助

金不正流用（南三陸町）、総務課人事係主任

職員が会計年度任用職員の所得税等の源泉徴

収懈怠に起因する市の損害（南魚沼市）、ご

み収集車両の破損（大阪市）、市民から納付

された現金の亡失（加古川市）、委託料清算

戻入金紛失（多度津町）、違法入札にかかる

裁判所和解勧告に基づく解決金支払い（坂東

市）、性暴力事案（千葉市：国賠１条②）、な

どがある。

　またこの期間外では、台風被災に伴う特別

区民税・都民税減免にかかる申請を未処理の

まま放置したことで生じた申請者への還付遅

延（世田谷区：民法 709 条）、業者と共謀し

た架空請求による公金詐取（岐阜県（平成

26 ～７年度発生事案）：民法 709 条）、小学

校プールの止水遺漏による多額の下水道使用

料（高知市：民法 709 条）等があげられてい

る。このように、地方自治法 243 条の２の８

で示される職員以外でも、民法 709 条等で賠

償責任が問われることがわかる。

３．岐阜市事案

（１）事案とその流れ
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　岐阜市は、令和５（2023）年２月３日、市

の河川課が所管する水路の維持管理に関し

て 2017 年度から 21 年度の５年間で 238 件、

6000 万超の業務代金支払い遅延などがあっ

たと発表した。担当職員から 2021 年度実施

の 770 件のうち 112 件ほど、2700 万ほどの

支払いが完了していないと上司に報告したこ

とで発覚したという。ほかに、３件の２重払

い、７件の過払い、支払い不足案件もあった

とのことであった
※9

。遅延利息は約 96 万円ほ

どであった。

　３月２日には業務担当者である会計年度任

用職員を減給（10 分の１、１か月）、主任を

戒告など計 14 名の処分を発表。指揮監督が

不十分として副主幹を減給 10 分の１（４か

月）、２名の主幹を戒告、管理監督責任者と

して課長級から部長級の上司９名のうち４名

を減給や戒告、５名を訓告や厳重注意処分と

した
※10

。

　４月 14 日には、「支払遅延事案等を受けた

調査及び不適正事務執行再発防止本部」が基

盤整備部当で発生した支払い遅延事案等の原

因究明、全庁的な調査、再発防止策の策定の

ために設置された。

　５月１日には、今度は、道路維持管理業務

に関しても、2021 ～ 2022 年度の２年間で総

額６千万以上の業務代金の支払い遅延があっ

たと発表された
※11

。これについての利息は 12

万 8300 円ほどであった。

　８月 28 日付で当該事案の原因・再発防止

策等を内容とする報告書が出される（「支払

※ 9　　中日新聞朝刊岐阜県版（2023 年２月４日）16 頁。
※ 10　　中日新聞朝刊岐阜県版（2023 年３月３日）16 頁。
※ 11　　中日新聞朝刊岐阜近郊版（2023 年５月２日）14 頁。
※ 12　　中日新聞朝刊岐阜近郊版（2023 年９月 15 日）16 頁。
※ 13　　中日新聞朝刊岐阜県版（2023 年 11 月８日）14 頁。
※ 14　　中日新聞朝刊岐阜近郊版（2024 年３月 20 日）12 頁。

遅延事案等を受けた調査及び不適正事務執行

再発防止本部　報告書―適正な事務執行の確

保に向けて―」）。

　９月 14 日の市議会定例会で議員の一般質

問で、岐阜市河川課所管の水路維持管理業務

に関する支払い遅延によって生じた約 96 万

円の利息について、関係した職員に対する損

害賠償を求める方針であることが示された。

道路維持管理業務における支払い遅延利息

については検討中とのことも示されていた
※12

。

賠償に関しては監査委員の監査が必要である

が（地方自治法 243 条の２の８第３項）、こ

れについては、６月６日に監査請求書の提出

があり、10 月 19 日付で賠償責任ありとする

監査報告が示され、11 月６日には、利息の

半額にあたる 46 万円分を 10 名の職員（河川

課の元課長、係長、担当者）に対して賠償す

るよう命じた。賠償額は、140 円から約 16

万円
※13

。

　道路維持管理業務に関しても令和６年２月

付で賠償責任があるとの監査委員からの報告

があり、2024 年３月 18 日には、代金支払い

遅延によって生じた利息分について、こちら

は利息のほぼ全額の 12 万あまりを職員 10 名

（課長、課長級、係長、担当者）で支払うよ

う賠償を命じた。１人あたりの賠償額は、19

円から約５万円となっている
※14

。

（２）岐阜市報告書（令和５年８月 28日付）

（２－１）概要

　支払遅延事案等の原因究明、全庁的な調査、
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再発防止策の策定のために設置された「支払

遅延事案等を受けた調査及び不適正事務執行

再発防止本部」（以下本部）は、報告書を出

している。河川課事案と道路維持課事案ごと

に以下のように整理されている。

　河川課事案では、水路維持管理６業務（除

草、樹木伐採、スクリーン清掃、浚渫、土砂

収集運搬、水路施設修繕）について、（ア）

支払後に業者からの完了通知後、一定期間

内に完了検査を行っていなかったもの（112

件、2733 万余）、（イ）完了した年度に支払

うべきものを翌会計年度に支払ったことが判

明したもの（78 件、2390 万余）、（ウ）過年

度に完了したが未払いのままのもの（48 件、

1012 万余）、（エ）（イ）の支払いの過程で２

重払い、過払い、支払い不足が発生し清算し

たもの（－ 4900 円余）の計 238 件、6131 万

円余について、（ア）～（ウ）に関して政府

契約の支払遅延防止等に関する法律の規定に

よる遅延利息 96 万 4900 円が発生したとし、

また道路維持課事案は、（オ）業者からの完

了通知を受けないまま放置し完了検査未済お

よび未払いのもの（107 件、2096 万余）、（カ）

業者から完了通知を受けたが完了検査未済お

よび未払いであったもの（134 件、4134 万円

余）の計 241 件、6230 万円余について、遅

延利息 12 万 8300 円が発生した。

　そしてこれらの事態を発生させたプロセス

について、①支出負担行為（契約）のないま

ま業者に発注し施工させる（（オ）が判明）

→②完了後に業者から完了通知を受領（同時

に業者に完了写真、日付欄白地の見積書・請

書、請求書を提出させる。完了検査遅延及び

過年度施工の未払いとして上記（ア）（ウ）、

完了通知後検査未済・未払として（カ）が判

明）→③支出負担行為（契約）を（あたかも

これから発注するように）完了通知以降の日

付で仮装し起票（見積書・請書の日付欄を本

来と異なる日付で補充、一部はこの段階で本

来の日付に訴求して支出負担行為を行うもの

も存在）→⑤支出命令者記載の起票日・完納

日を本来と異なる日付で仮装し支払（本来と

異なる日付で補充、（イ）判明）と整理し、

これらの構図について、❶支出負担行為を本

来行うべき日と異なる日付で行っていた件に

ついて（（ア）（ウ））、地方自治法 232 条の３

及び岐阜市予算規則 13 条、会計規則 64 条違

反、❷支出負担行為のないまま業者に発注し

施工させる行為について、岐阜市事務決済規

則 13 条１項等違反、❸支払い遅延防止法に

定める期間内に完了検査を実施しなかったこ

と又は完了検査を行ったが支払いをしなかっ

たために遅延利息が生じた、❹日付の書き換

え・補充等にみる公文書の不適正な取扱い、

会計規則７条１項違反（改ざん）、❺その他

の公文書の不適正な取扱い（道路維持課事案

の判明後に職場内での調査がなされている最

中であることを認識しながら「完了後に業者

から提出を受けた見積書・請書・請求日（日

付欄白地のもの）を所属長当に自ら申し出ず

個人で所持し続けていたこと、および業者か

ら提出された印紙貼付つきの請書を内容変更

により不要になった後も業者に返還せず印紙

税の還付金請求権の消滅時効を完成させたこ

と、さらに道路維持課事案判明後に市文書取

扱規則所定の方法によらず独断で当該請書を

廃棄）、があったとした。

（２－２）検証部分その１－河川課事案

　次に問題発生の原因について「検証」にう

つり、河川課事案についてはある一人の職員

Ａに起因して不適正な事務執行がなされてい

ること、その事案発生の原因として、１）予

算執行にかかる理解、規範意識が不十分で
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あったこと（Ａは予算執行に関する理解と規

範意識が不十分であり、書類作成・整理が不

得手である状況で支出負担行為を後回しにし

地域住民の要望に応えて発注・施工を先行さ

せようとした）、２）事務分掌の偏り（かつ

ては３人体制だったがＡのみの担当となって

から不適正な事務執行が発生）、３）管理職

らのＡに対する指揮監督関係・意思疎通の希

薄化と進捗管理の懈怠、４）要望対応方針の

変更に伴う事務負担増大（かつては予算を念

頭に要望に優先順位をつけていたが、Ａが担

当になってから優先順位検討が希薄化し、令

和３年度当初にＡの提案により全ての要望に

対応する方針が承認され事務負担が増大し

た）、があげられている。

　また河川課事案の判明が遅れた理由とし

て、業者からの完了通知後に一定期間内に完

了検査を実施していなかったこと、河川課の

関係職員が法令違反等行為を十分に理解して

いなかったこと等をあげている。

（２－３）検証その２－道路維持管理事案

　道路維持管理業務については、道路維持管

理業務の特徴として、あ）業務量の多さ（他

課に比して相当多い）、い）業務懈怠が道路

瑕疵及び物損・人身事故の原因となるおそれ

があるため速やかな対応が求められる場合が

あること、を確認している。

　次に不適正な事務執行の実際として、前任

者からの引継ぎで、①支出負担行為（契約）

のないまま業者に発注し施工させる、②業者

から完了通知を受ける際、完了写真とともに、

日付欄白地の見積書・請書、請求書の３点セッ

トの提出を受ける、③３点セットの提出日を

支出負担行為所の起票日、その１週間後を支

出命令書上の完納日、その翌日を支出命令書

上の検収日、その翌日を支出命令書の起票日

とする、上記①②③を担当者が替わるたびに

引き継いでいた。なお、この不適正処理は、

書面上は適正に行われた外観があり、発覚す

る可能性が極めて低い。にもかかわらず発覚

したのは、担当職員の施工時期を業者に任せ

るなかで進捗管理を懈怠し、完了通知の受領・

完了検査の失念、未払いの発生という事態が

生じたため、であった。このことについて報

告では、「道路維持課においては、不適正な

事務執行の仕組みが巧妙に構築・運用されて

いたと言わざるを得ない状況であった」と評

価している。

　不適正な事務執行が行われる理由について

は、①業務について、件数（量）が多く速や

かに対処することが求められる、②現行の財

務会計制度下における事務負担が大きい、③

財務会計制度や法令に関する理解・規範意識

が不十分、④隠ぺい・改ざんなど潜脱行為が

可能な事務執行フロー、⑤業務の進捗管理と

予算所要額の把握が不十分、⑥自由・正直に

発言し難い職場風土、をあげる。

　なお上記③については、職員からのヒアリ

ングでは予算が不足し発注ができない状況に

なった際、職員間で翌年度の予算で執行する

ことを協議しまたは業者に翌年度に施工する

ように依頼していた、ことが併せて示されて

いた。⑤についても係長の進捗管理がずさん

であったことや、担当職員のなかには、すで

に工事が完了しているにも関わらず業者に請

求書等の提出を求めなかった者がいたなどが

示されている。⑥職場風土については、令和

２年度以前の管理職職員は予算の有限性を担

当職員に周知徹底しながら、対処が困難な場

合に外部に粘り強く意思決定の内容・理由を

説明していたが、令和３年以降は、予算所要

額確保の行動が十分でないなかで、担当職員

に要望・通報に広範かつ迅速に対処するよう
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に強く求めていたため、担当職員は自己の意

見を述べることが難しく、プレッシャー、ス

トレスを感じていたことにも言及している。

上記に加え、河川課事案判明後にも、道路維

持課内で対応を協議したものの結論が出な

かったために、不適正であることを認識しつ

つも組織的な対応につなげることができずに

継続していた。また職員のなかには他部局に

移動する際に、不適正処理方法での取り扱い

方法を引き継いだものもいたこと、管理職職

員は調査を実施した際、職員の報告を鵜呑み

にし、自身で施工台帳等を確認することを怠

るなど、不適正処理を止める行為が十分でな

かった、と結論づけている。

（２－４）全庁調査と再発防止

　２つの部局の問題が発覚したこともあり、

岐阜市では全庁対象に不適正な事務執行につ

いて調査をした。全 28 部局 149 課を対象に、

過去５年間の報告を求めた。河川課事案と道

路維持課事案と同様の事案は確認できなかっ

たが、支出負担行為の遡及が行われたいたこ

とが明らかとなった（２万件超）。そしてそ

の原因を担当職員の失念、担当職員の会計規

則等の理解不足、相手方の書類提出が遅れた

等とし、それぞれ改善を図ることにした。た

とえば予算執行方法の見直し（発注管理シス

テムの導入、支出負担行為の整理時期にかか

る規則改正、単価契約条項の改定）、他課に

よる審査などを導入し、事務取扱いマニュア

ルの整備・運用、業務の棚卸し、研修、職場

風土の改善（研修や働き方の改善）などを挙

げている。

（３）組合からの批判

　岐阜市の関係職員への懲戒処分と損害賠償

責任追及について、岐阜市職員労働組合から

は、中間報告を経て、令和５（2023）年９月

に「支払遅延問題に関する水路及び道路維持

管理業務　実態調査報告書」が示された。趣

旨としては「今般の支払い遅延問題が、決し

て個々の職員の非違行為や怠慢によるもので

はなく、住民の要望に応えて、また事故の原

因を速やかに除去し住民の安全を守るために

必死に業務を行う中で、業務と組織の矛盾が

担当職員等に押し付けられた問題である」あ

るいは、「職員が住民の思いにこたえ住民の

安全を守るために精一杯行ってきた業務を、

あくまで不適正な事務として、さらに『組織

的問題』と称して、不適正事務をいわば“組

織ぐるみ”で行ったものとしている。」とし、

賠償請求について再考をせまろうとするもの

であった。

　組合の批判には職員のナマの声も含まれて

いるので以下で示しておこうと思う。

（３－１）河川課の水路維持管理業務について

　組合報告書では、支払い遅延の態様につい

て、①年度内の支払いの遅れ、②次年度払い、

③未払い、にわけ、それら支払い遅延の現実

と原因に関して検討していた。

　①年度内の支払いの遅れに関しては原因を

２つあげている。すなわち原因１として支

出負担行為起案前に、実際の実施依頼（発

注）を行うことが業務の方法として確立して

おり、支払い遅延の原因になっていたことが

あげられており、業務の手法は、課長決済の

下で組織的に認知され確立されていた（実際

の業務実施を優先させ、市側の事務手続きを

後追いすることが組織的に認められていた）、

とする。原因２として、実際の業務実施を優

先させることは多くの案件に対して即時的に

対応するために必要であった、ことをあげる。

職員らの声として、即時対応が求められてお
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り、支出負担行為書の作成、持ち回りを行う

時間がなかったこと、件数が多すぎて正規の

書類作成ができない、そもそも個々の案件を

いちいち事前契約しなければならないことに

問題がある、などがあった。

　②次年度支払いについても、原因１として

当該年度予算の不足が常態化、原因２補正予

算を組むことや当初予算を増額することは困

難、原因３として例年、一定額の支払いは次

年度予算で支払うことが慣例であった、原因

４として年度予算がなくなっても地域や議員

の要望に応え業務実施を優先させていた。

　結論において、緊急対応の必要性や地域（及

び市議会議員）の強い要望などから、どうし

ても対応せざるを得ない業務であるにも関わ

らず、それを正規の手続きで行う体制と予算

がなく、当該部課が必死になって業務を実施

してきたことを示すものであり、その中で支

払い遅延が継続的に生じていた。むしろ、一

定の支払い遅延を前提に業務を行わざるを得

なかったもので、まさに「業務と組織の矛盾」

が担当職員等に押し付けられたもので個々の

職員の非違行為や怠慢ではない、とする。

　

（３－２）基盤整備部の道路維持管理業務につ

いて

　これも①年度内支払遅れについては、原因

１として支出行為起案前に業務実施依頼（発

注）を行うことが業務方法として確立してお

り支払い遅延の原因となっていた、原因２と

して実際の業務実施を優先させることは多く

の案件に対して即時的に対応するため必要で

あったとし、②次年度払いについては、原因

１として当該年度予算の不足が常態化、原因

２として補正予算を組むこと、当初予算の増

額は困難、原因３として例年一定額の支払い

は次年度予算で支払うことが慣例、原因４と

して当該年度予算がなくなっても地域や議員

の要請にこたえ、業務実施を優先させていた、

などがあげられていた。

　以上のように、個人責任ではなくあくまで

も組織的ルールに基づいた取扱いであったこ

と、市民（議員含む）の要望に迅速に対応す

るためであったこと、背後に予算の仕組みな

ど柔軟な対応を阻む構造的な問題があること

が指摘されていた。

　なお、この組合報告書には職員の声として、

上司や政策課は周知であるのに、たまたまこ

の５年間に在籍した職員を処分することにつ

いての不満が示されていた。そのほか、予算

不足、人員不足、業務過剰が原因で個人で対

応できないとする声、予算が底をついたとき

の苦肉の策であったとする声などが示されて

いた。　

　こうした組合報告書で展開された組織、構

造的問題であるとする主張は、次の監査報告

書において職員らの賠償額の算定において、

一部認められている（河川課事案だけである

が）。

（４）監査報告書

　監査報告書は、当然のことではあるが河川

課水路維持管理事案と道路維持管理課事案の

二つ別々のものが示されている。河川課事案

については、係長１名、職員２名について重

過失なしとしたが、そのほかの課長、係長、

担当職員には重過失ありとして賠償責任を認

めた（13 名中 10 名）。道路維持管理事案に

ついては課長、監理官、係長、担当職員の計

10 名すべて重過失ありとされ賠償責任が認

定されている（岐阜市に与えた遅延利息額も

再計算され 12 万 7100 円とされた）。

　その理由は、上記の市の当局が示したもの

とほぼ変わらないと思われるのでここには示



自治研ぎふ32

さないが、賠償責任額については、河川課事

案は、「賠償対象職員が、不適正な事務執行

に及ぶ以前の段階において、組織における問

題が生じており、これが本件の発生に影響し

ていることが明らかである。そして、この組

織における問題が解決されていれば、その範

囲において、損害の全てを賠償対象職員の責

任に帰することは公平な分担の観点から相当

ではないと判断する。」として総額約 96 万の

損害額の半分を賠償額とした。道路維持管理

事案の方は、公平の観点からの賠償額の減額

はなく、総額 12 万 7100 円を関係職員間で責

任割合に応じて（平等割にせず）算定してい

る。

　最後に監査委員は今後の対応のための意見

として、水路維持時管理事案については、①

業務マニュアル等の一定のルールの整備と組

織内共有、②適正な完了検査の実施、③権利

義務にかかわる各種記録の整備と保存、④組

織内ガバナンスの形成と強化、⑤管理職職員

の危機管理意識の向上及び危機管理能力の強

化、⑥法律等（支払遅延防止法）の適用、⑦

法令遵守意識の徹底が、そして道路維持管理

事案については⑧組織内ガバナンスの強化、

⑨コンプライアンスの徹底、⑩組織マネジメ

ントの実行、⑪誠実かつ公正な職務の執行、

を求めている。

４．若干の検討

　結論からいうと、関係した職員の賠償責任

ありとした判断についてはやむを得ないと考

える。仮に市が関係職員に対して賠償請求せ

※ 15　　なお、過去に河川課に在籍していた監査対象職員から、平成 17 年度には、年度末に予算残額が
不足した場合、年度内に委託業務等を発注し、支払に関する手続を次年度会計で行う慣行があったとの発
言があったことから、遅くとも平成 17 年度頃には、この慣行により、委託業務等の発注が内部の意思決
定を経ずに行われることがあったと推認される。」とある。岐阜市監査委員「職員の賠償責任に関する監
査の結果について」岐阜市監 293 号（令和５年 10 月 19 日）19 頁。

ずにいて、これに不満をもつ住民から住民監

査請求や住民訴訟が提起された場合には、そ

ちらで賠償責任は肯定されるように思う。少

なくともゼロ査定はないと思われる。

　しかしながら、「もやもや」するのである。

それは関係職員だけの問題ではないからだろ

う。組合の報告書は、職員の側にたってその

理由を示してくれている。すなわち、この職

員らは、市民や議員からの要望に応えるため、

職員が求めても補正予算も増額も認められな

いという予算システムの運用上の制約や、正

規の手順であればこなしきれない量の膨大な

業務に対して、疲弊しながらも、いわば「現

場の知恵」でなんとか処理してきたのであり、

職員らは、さぼろうとか利己心、さらには詐

取しようということから損害を発生させ遅延

金等を発生させたわけではないと推察される

からである。職員は、地方公務員法で服務の

根本基準として示される「すべて職員は、全

体の奉仕者として公共の利益のために勤務」

しているようにみえるし（30 条）、むしろ、

この事案では、職員らのそういった誠実さが

仇となってしまった、とも見えるからであろ

う。また、担当課で正規ルールでは忙しすぎ

る業務のなかではさばききれないために、や

むにやまれるように現場で形成された手法

が、次の担当者に連綿と引き継がれてきた独

自の現場ルールとなり慣行となり、そのルー

ル・慣行に従っていただけのに責任を取らさ

れる、ということがあるからだろう。しかも

今回問題となった行為のうち一部は、すでに

平成 17 年
※15

頃から慣行として存在していたよ

うであるが、そのころの職員は処分も賠償責
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任も問われないわけで、今回の事案で関係職

員とされた者だけが責任を取らされるのは不

公平であるということがあろう。さらに不適

正処理は、個人の問題だけでなく組織の問題

であるとすると（監査では河川課事案におい

てはそれを理由に減額されているが）、職員

の職場環境や融通の利かない予算システムを

職員に課す側の責任も問われるべきなのでは

ないかとも思われる。これはガバナンスの問

題ともいえるが、こうした現場の慣行や不適

正処理実務方法がいつできて、実際誰がかか

わってきていたのか、等の点については放置

したという印象を受けるのである。

　けれども、市当局や監査委員の示すように、

公務員には法令遵守義務がある（地方公務員

法 32 条）。地方自治法、市の会計規則などの

法令を遵守するのは、公務員の義務としては

最上位にあるもので、緊急の事態があるのな

らともかく
※16

、今回の職員はこれに反してい

ることもまた事実であり、この事実を前にし

て、実際に不利益を受けた業者もいることも

あり、懲戒処分や賠償請求はせざるを得ない

ものであったとも思う。強制、脅迫、詐欺に

あったわけでもないし、緊急事態が生じたと

いうわけでもないので、違法性は阻却されな

い。

　ところで、今回のような損害賠償の文脈で

の話ではないが、公務員法では、法令遵守義

務と上司からの職務命令遵守義務とが衝突す

ることが論点となることがある
※17

。地方公務

※ 16　　住民訴訟の事案であるが、ヨット係留杭撤去事件最判平３・３・８民集 45 巻３号 164 頁。この
事案では法律上の根拠なく私人の設置したヨットを係留するための鉄杭を引き抜いた行為について漁港
法・行政代執行法上は適法と認めることはできないが、緊急の事態に対処するためにとられたやむを得な
い措置であり、民法 720 条の法意に照らして財務会計上の違法があるとはいえないとした事案である。
※ 17　　村上博「職務命令と服従義務」『行政法の争点（第３版）』（有斐閣、2004 年）174 頁。
※ 18　　なお、かつては単に職務命令について重大かつ明白な瑕疵あるときは無効であるので従う義務は
ないという説明がなされるにすぎなかったが、その後、職務命令を訓令的職務命令と非訓令的職務命令に
わけ論じるようになった。前者には違法であっても遵守義務はある（ただし重大かつ明白な瑕疵がある場
合は遵守する義務はない）が、後者は通常の違法の場合は遵守義務はないとされる。参照、宇賀・前掲書（注
５）542 － 544 頁。

員法 32 条は「職員は、その職務を遂行する

に当つて、法令、条例、地方公共団体の規則

及び地方公共団体の機関の定める規程に従

い、且つ、上司の職務上の命令に忠実に従わ

なければならない。」とする。「且つ」の前は

法令遵守義務、後は職務命令遵守義務である

が、違法な職務命令が出された場合に、いち

いち異論をとなえていたら公務の遂行に支障

をきたすということで、違法な職務命令が

あってもそれが重大かつ明白な瑕疵のない場

合には従うことが求められる
※18

。いちおう理

論的には整理されているようにみえるが、現

場の職員は重大かつ明白な瑕疵の判断をする

ことが現実にはできないので意味をなさない

可能性はある。しかも、即断即決が求められ

るような現場では、いちいち立ち止まって考

えることは、住民のためにならないこともあ

り避けるべきということであろう。ただし、

単発の即断即決ではなく、慣行について疑問

が生じる場合には、コンプライアンスの叫ば

れる昨今であれば、担当部局に問い合わせる

などして疑義を解消することができよう。

　慣行は職務命令とは異なることは百も承知

ではあるが、上記の整理を、職務命令と慣行

とをおきかえて検討したらどうであろうか。

不合理な慣行であっても、それが重大かつ明

白な瑕疵のある場合には慣行に従う必要はな

いが、そこまでいかない場合には慣行に従う

ことが要請されそうではある。しかしこれも、

即断即決というわけでもなく、一時的な判断
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ではなく、継続してなされる業務については、

疑義をさしはさむべき余地もあり、また支出

行為にかかわる公務員であれば会計規則を遵

守することは当然期待される。また仮に疑義

が生じた場合には適切な担当者・担当部局に

問い合わせる等の対応が必要であろう。今回

のケースでは、どちらの事案も、法令に違反

していることは明白であり、担当の事案で求

められる手続に反しているので重大性も認め

られると思う。実際に担当した公務員がそれ

が重大明白な違法性があると認識できなかっ

たとしても、法が求める通常の公務員であれ

ば重大明白な瑕疵がある、とされる事案で

あったように考える。

　しかしながら、そもそもこうした事態が生

じたのは、職員個人の問題だったのだろうか。

ほかの人間が今回の職場に配置された場合

に、異なる対応がとれたのか、といわれると、

かなりの人が自信をもてないのではないかと

思う。まず、岐阜市の報告書や監査報告でも

示されているが、それは、職員が、法令を正

しく理解しないまま、現場のルールや前任者

の申し送りを参考に業務を遂行することが当

たり前となっていることがあろう。しかしそ

れは法治主義や法律による行政の原理が徹底

されていないことの証左であるともいえる。

　それと、いきすぎた合理化で人員が削られ

て、業務がさばききれないこと、チェックも

ままならないことや、業務の処理のプレッ

シャーばかりがあり、相談したり、議論する

雰囲気がないことも今回のような事態発生の

原因の一つであろう。この点も報告書や監査

報告でも示されており、また職員組合等が繰

り返し主張してきていると思われるが、「余

※ 19　　なお監査報告では、この部分も加味して、河川課事案のおいてのみ、賠償責任額を半分にした（道
路維持維持管理事案については仕組みの問題もあるはずであるが、考慮されなかった）。半分でよかった
のかどうかは判断の分かれるところではあるが、一定の評価はしてよいのではないかと思われる。

裕のなさ」が今回の問題を発生させる組織の

構造的な問題、ガバナンスの問題のようにみ

える
※19

。

　構造的な問題から今回の事態が生じている

のであれば、こうした問題の発生を回避・解

消するシステムの導入や研修の徹底含めての

構造に関する改革も重要ではあるが、職員の

数を増やすことも検討してもよいのではない

かとも思う。
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　岐阜市は人口約 40 万人の都市と金華山や

長良川をはじめとする自然が近距離で融合さ

れている美しい街であります。近年、地球温

暖化の進行が世界共通の課題となっており

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」には気候

変動の対策や生態系の保全なども挙げられて

おり、豊かな環境を持続していくことの重要

性が示されています。

　国内においても 2050 年までに脱炭素社会

を目指すとする「2050 年カーボンニュート

ラル」が宣言されたほか、経済成長と環境保

護を併せ持った社会を築こうとする「ＧＸ（グ

リーントランスフォーメーション）」が提唱

されています。

　このような背景から「脱炭素化の促進」や

「再生可能エネルギーへの転換」などが求め

られることになりますので、本記述において

これらに必須となる施策を探りたいと思いま

す。

温室効果ガスの削減

　温室効果ガスにはメタンやフロンなども含

まれますが、圧倒的に多いのが二酸化炭素で

排出量の７割以上を占めています。その要

因もいろいろと挙げられるわけですが、私

たち市民が二酸化炭素排出の抑制に最大限

寄与できることは、「ゴミ焼却量の削減」で

す。岐阜市ではゴミ焼却量（グラフ別記）が

ピークであった平成９年度の 15.6 万トンか

ら１／３以上の削減となる 10 万トン以下を

目標に掲げ、様々な施策を展開中です。現在、

着実に減少の一途を辿ってはいるものの 10

万トン以下に今一歩のところで足踏みの状態

が続いています。

　プラゴミについては令和４年４月よりプラ

スチック製容器包装が分別して回収されるよ

うになってから比較的短期間で意識醸成が定

着化しました。しかし、分別すれば資源化で

きるにもかかわらず、依然として紙ごみに占

岐阜市における環境保全に向けた
取り組みについて

岐阜市議会議員 石 原 宏 基

地域レポート 1

▲岐阜市のごみ焼却量の実績
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サイクルの対象となるのに対し、雑

がみは、紙製の容器包装を示す「紙

マーク」が付いていても全てが雑が

みとしてリサイクルの対象になって

いないという難しさがあります。

　カップラーメンやアイスクリーム

などの食品容器も従来はプラスチッ

クであったものが、最近はメーカー

も環境に配慮するようになってきま

した。紙容器が多くなってきていま

す。これらは紙マークの表記はしてあるもの

の、紙の表面にコーティングなどが施してあ

り、そのままリサイクル処理ができないので、

スナック菓子の空き箱のように雑がみとして

回収することは「不可」ということになりま

す。このあたりがプラごみと違って雑がみに

は分別の難しさがあるのかと考えたりするわ

けです。

　雑がみの分別回収はプラ容器に比べると判

別が難しいですが、それでも私たち市民が

しっかりと理解して行動に移せば、プラ容器

と同じレベルの排出量実績に到達することが

可能だと思うのです。

める雑紙の割合が３割程度で推移しており、

市民の意識をもう一段高めることが肝要と考

えます。

岐阜市の取り組みについて

　現在、岐阜市

においても市内

各 地 域 に お い

て、定期的な資

源分別回収や雑

がみの回収をイ

ベント化するな

どして雑がみ回

収を啓発しています。ゴミ焼却量の削減に向

けた市民の意識醸成として、「ゴミ発生を抑

制」「ゴミ資源の再利用推進（分別）」が重要

です。

　プラゴミは、プラ容器包装であることを示

す「プラマーク」が付けてあるもの全てがリ

▲家庭の普通ごみの内訳
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　こうした取り組みを更に行うとともに、市

民の皆さんと意識醸成を高めるなどしてゴミ

焼却量の削減に努めてまいりたいと考えま

す。

再生可能エネルギーの普及活動

　再生可能エネルギーとは石油や石炭、天然

ガスなどの化石エネルギーではなく太陽光や

風力、水力、地熱といった地球資源の一部な

ど自然界に常に存在するエネルギーを指して

おり、環境にやさしく枯渇の心配もないため

に私たちの生活に欠かせない電気を発電する

手段として普及が進められています。

　岐阜市においては北野阿原地内で、2014

年６月より敷地を貸与（借り受けた法人が約

9700 枚の太陽光パネルを設置）して大規模

な太陽光発電が行われています。

　また、環境省の「地域脱炭素移行・再エネ

促進交付金」を活用した市内の住宅に家庭用

太陽光発電設備等を設置する場合において、

設置費用の一部を補助する制度を設けていま

す。

　その他、県内に目を向けますと岐阜県は地

形的に水力発電が可能な場所に恵まれてお

り、これまでも木曽川や飛騨川、馬瀬川沿い

などで発電所を建設、維持されていますが、

最近は比較的小さな発電所の建設も進められ

るようになっています。

　また地熱を利用した発電所も 2022 年 12 月

に高山市の新穂高温泉内に「奥飛騨温泉郷中

尾地熱発電所」で運転が始まっており注目さ

れています。今年５月には岐阜県地方自治研

究センターにおける現地視察が行われ、私も

参加いたしました。設備や機能を学びながら

施設を見学し、再生可能エネルギーの手法の

一つを学びました。こうした環境にやさしい

発電方法の普及についても考えながら、環境

保全にむけた活

動を展開してま

いりたいと考え

ます。

▲岐阜市北部にある太陽光パネル
「DREAM Solarぎふ」

◀奥飛騨温泉郷
　中尾地熱発電所
　にて

資料・写真提供／岐阜市環境部　資源循環課
脱炭素社会推進課
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１. はじめに

　2000 年代に入り、循環型社会や環境への

意識の高まりから、ごみの減量化が大きな社

会課題としてあげられるようになった。行政

の立場からも、ごみの最終処理場がひっ迫し

ていることや、ごみの処理費用が膨大になっ

ていることが問題となっている。

　そうした背景から、ごみの減量化とごみ処

理費用の財源不足を補うため、全国各地でご

み処理の有料化が進められてきた。既に日本

全国で 7 割弱の自治体がごみ収集手数料を有

料にしており、大垣市においても、令和 5 年

1 月から家庭ごみの有料指定ごみ袋方式が導

入された。本稿では、大垣市におけるごみ袋

有料化に至るまでの経緯と導入後の状況につ

いて整理する。

2. 導入に至る経緯

　ごみ袋が有料化される以前は、一定枚数の

ごみ処理券を自治会を通して配布し、市販の

ごみ袋に処理券を貼って出す方式であった。

このごみ処理券方式は平成６年に導入され、

当時は一定のごみ減量化に一定の効果をもた

らした。しかしながら、無料の処理券では出

すごみの量を配布枚数内にとどめておけば、

それ以上のごみ減量化にとりくむインセン

ティブが働かず、近年は人口減少傾向である

にもかかわらず家庭ごみの排出量は増加傾向

となっていた。県内の他市町村と比べても大

垣市のごみ排出量は多く（下記参照）、改善

が求められていた。

　大垣市では最終処分場もひっ迫しており、

市内に確保されている処分場はほぼ満杯の状

況である。焼却灰はほぼ 100％を県外の再処

大垣市おける家庭系ごみ有料化
制度の導入について

大垣市議会議員 小 原 一 喜

地域レポート 2

大垣市の１人１日あたりのごみ排出量
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理施設へ外部委託している状況であり、その

費用は年々増加している（令和５年度で約 2

億５千万円）。

　また、ごみ処理は、処分費用が無料である

うちは、規定量一杯までだす人の方が排出量

当たりの税負担が軽くなる。そのため、税の

公平性という観点からみると、無料のごみ処

理には逆進性が働く。そのため、国全体の方

針として、排出量に応じた負担の公平性を確

保するために一般廃棄物処理有料化が推進さ

れている。令和３年には岐阜県廃棄物処理計

画においても、市町村における家庭ごみ回収

の有料化を推進する方向性が示されていた。

　このような背景から、令和３年、大垣市行

政改革推進審議会において無料ごみ処理券制

度を廃止し、市の指定による有料ごみ袋方式

を導入するべきである旨の提言が行われた。

そして提言を受け、大垣市家庭ごみ有料化計

画の素案が作成された。素案は令和３年１２

月議会に提出され、令和４年１月にパブリッ

クコメントの募集が行われた。パブリックコ

メントの実施時点で導入までの期間が１年を

切っており、市民には驚きをもって受け止め

られた。パブリックコメントでは 127 件もの

意見提出があり、令和４年３月議会では、一

般質問に登壇した議員の半数以上がこの問題

を取り上げるなど、市民の関心は非常に高い

ものであった。特に、実施まで１年もないと

いう期間の短さに対して多くの反対意見が出

され、計画実施の延期を求める声が多くあげ

られていた。

　ごみ袋有料化に際し多くの課題があげられ

たものの、市側は問題点に対し真摯に対応す

るという姿勢と、実施の固い決意を示した。

令和４年度３月議会において廃棄物の処理及

び清掃に関する条例の改正案が提出され、可

決された。そして当初の予定通り、令和５年

１月より家庭ごみの有料指定ごみ袋方式の導

入となった。

3. 導入までの議論と取り組み

　議会で条例の改正が可決されてから実施ま

で 1 年弱という短い期間のなか、住民にどう

周知していくかということが最大の課題と

なった。「広報おおがき」やチラシ等広報資

料の作成はもちろん、連合自治会連絡協議会

の会合、各地区の連合自治会長会議に職員が

出向し、説明会を行った。その後、単位自治

会への説明会も行い、住民への周知を行った。

単位自治会への説明会は希望制であったが、

住民の関心の高さからのべ 336 の自治会を対

象に 485 回の説明会が行われた。その他、動

画の作成やＳＮＳでの展開、ごみステーショ

・対象となるごみ：「燃えるごみ」「燃えないごみ」（資源ごみ、有害ごみは従来通り）
・指定ごみ袋の種類と価格：

　１．もえるごみ	 （大・45 リットル相当）10 枚入り　500 円
　２．もえるごみ	 （小・25 リットル相当）10 枚入り　300 円
　３．もえないごみ	（大・45 リットル相当）10 枚入り　500 円
　４．もえないごみ	（小・25 リットル相当）10 枚入り　300 円

　＜参考＞　令和５年度決算における指定ごみ袋制度事業費
　　　　　　　　指定ごみ作製委託料	 27,647 千円
　　　　　　　　燃えるごみ用袋	 2,750,000 枚
　　　　　　　　燃えないごみ用袋	 810,000 枚
　　　　　　指定ごみ袋販売委託料	 11,701 千円
　　　　　　　　販売委託店舗数	 209 店舗
　　　　　　　　　　　　　　（令和 6 年 3 月 31 日時点）

（平袋タイプ、取手無し）
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ンでの看板の設置など、多くの方法で住民へ

の意識づけを行った。

　また、有料化以前に使われていた無料配布

シールはまとめて配布されていたため、余っ

た配布シールの取り扱いが問題になった。無

料分を超過して出す場合は、シールを購入す

る方式であったため、その補償についての対

応が必要であった。議論の結果、無料処理券

に関しては、５年間の猶予期間を設け、令和

10 年度末まで利用可能としたほか、市内各

サービスセンターにおいて処理券１枚あたり

指定ごみ袋「大３枚」または「小５枚」と交

換可能とする処置をとった。

　ごみ袋の種類と価格は、既に大垣市を除く

西濃地域で有料化が実施されていたことか

ら、周辺自治体を参考に決定された。概要は

前記のとおりである。

4. 導入後の状況と効果

　ごみの有料化は予定通り令和５年１月に導

入され、開始された。度重なる住民説明会や

広報、そして市民の関心が高かったことから、

大きな混乱はおきなかった。執筆時点（令和

６年９月）では、有料指定ごみ袋は十分に市

民へ浸透し、無事に移行が完了したといって

よい状況にある。

　有料ごみ袋の効果は、導入直後にあたる令

和５年度 1 年間の効果として、燃えるごみが

約 10％、燃えないごみが約 34％の減少となっ

ており、家庭ごみ全体で約 13％の削減が達

成された。当初市側の試算としては、全体で

8％の減量を見込んでおり、目標を上回るこ

とができた。他の自治体の事例を調べてみる

と、有料化によるごみの削減率は 5% ～ 20%

程度とばらつきがあるが、傾向として、ごみ

袋１リットルあたりのごみ袋の価格が高けれ

ば高いほど、つまり金銭的な負担が大きいほ

ど減量効果が大きいということがわかる。そ

の観点から見れば、大垣市の金銭的負担は 1

リットル当たり 1.1 円で、他自治体と比べる

と平均よりも大きな現象効果を得ることがで

きたと言えそうである。

5．今後の課題と取り組み

　他の自治体の事例を見ると、ごみの削減効

果は、導入当初に大きく削減効果が働くもの

の、その後はおおむね横ばいで、年度が進め

ば進むほど変動は少なくなっていく。大垣市

でも導入後の令和５年度比で見ると、令和６

年度はそれほど減少していない。今後はごみ

袋の有料化に伴うごみの減量効果をいかに最

大化していくかが重要になる。そのためには、

ごみの削減効果の「見える化」が必要だと考

える。ごみ袋の有料化は実質的に市民に対す

る負担増であるので、有料化によってどれだ

けのごみの減少があったのか、ごみの処理に

どれだけの費用が掛かっているのか、ごみ袋

の販売収入がどれくらいあり、どのように使

われているのかといったことを、市民にしっ

かりと説明し、一過性の効果に止まることの

ないよう意義と効果を理解してもらう取り組

みが重要である。

　ごみ袋自体に対する改善意見も多い。現行

のごみ袋は平袋タイプで取手がないため、縛

るのに苦労する。ごみ袋の有料化以降、ひと

つの袋にできるだけ多くごみを詰めるという

傾向がみられ、その場合は袋の端を引っ張っ

て結ばなくてはいけないため、袋が切れたり、

しっかりと結ぶことができなかったりする。

また、袋当たりのごみの量が多い分、回収に

当たる人員からは、ごみ袋が重くなり、体力

的な負担が大きくなっているという報告があ
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げられている。また、袋の種類が少なく、小

さくても 25L のものであるため、１人暮ら

しの高齢者等あまりごみの量が出ない世帯に

とっては、溜まるまでごみを保管しておかね

ばならず、不便という意見が聞かれている。

特に燃えないごみは排出量が少ないため、容

量や 10 枚セットという販売方法について改

善してほしいという意見が多い。

6．さらなるごみ減量化に向けて

　大垣市で導入された指定ごみ袋有料制度

は、ごみの減量に関して一定の効果をもた

らした。しかしながら、最終処分場の状況

や、エネルギー価格の高騰等に起因するご

み処理費用の増加を考慮すると、今回も

たらされた削減効果に満足せず、さらな

る取り組みが必要である。市では 4R（Re-

fuse,Reduce,Reuse,Recycle）運動を推進し、

さらなるごみの減量化に努める方針のもと、

取り組みを進めている。

　取り組みの例として、燃えるごみの約

25％を占める生ごみ対策として、コンポスト

の普及に力を入れている。コンポストは生ご

みを入れておくと堆肥へと変化させる設置型

の機材であり、電動式の大型のものから、段

ボールや鞄型の簡易なものまで幅広い。大垣

市ではコンポストの購入費に補助を出してお

り、50％まで補助金を支給している。県内の

各自治体に比べると、補助率は同じだが、対

象となるコンポストの種類を幅広くしてお

り、様々なニーズに応えられるようにしてい

る。

　同じく燃えるごみの約 25％を占めるプラ

スチックに関して、今後分別回収に向けた実

証実験を始めている。令和４年度に所謂プラ

スチック資源循環法が施行され、いままで燃

えるゴミとして処理されていたようなプラス

チック製品についても分別の基準を策定・収

集することが努力義務となった。県内各自治

体においても取り組みが始まっているところ

があり、今後取り組みの研究を進めていく。

　ごみ減量化は、最終的には市民一人一人の

環境意識をいかに高め、行動に移してもらう

かという点が肝要である。市民の方々の意識

は決して低くなく、皆ごみは減らさないとい

けないと思っているし、将来の為に環境を大

切にしていくという意識は持っている。その

ために行政に求められることは、情報の見え

る化、そして行動へ移すまでのギャップをで

きるだけ解消することであると考える。引き

続き、ごみ減量化に向けた効果的な政策を推

進すべく、取り組んでいきたい。
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研究の報告を各務原市・浅野市長に

　センターでは自治体・岐阜大学と協働し、

2021 年度は関市、2022 年度は岐阜市、2023

年度は各務原市において、まちづくりや市民

活動について研究を行い、自治体に調査報告

や提案をしています。

　各務原市は 1963 年に市制を施行され、平

成の大合併では川島町との編入合併を行いま

した。中山道の宿場町（鵜沼宿）として栄

え、多数の大規模な公園緑地があることから、

「パークシティ」（公園都市）をまちづくりの

政策として掲げており、大きなショッピング

モールとインターチェンジも有して、名古屋

市や岐阜市に隣接するベッドタウンにもなっ

ています。今回はそういった背景を活かして

「まちづくり」を進めるみなさんとともに研

究を進めました。

　2024 年 4 月 22 日には富樫理事長と子安副

理事長が各務原市役所を訪問し、浅野健司市

長に研究報告を行いました。浅野市長は「こ

の研究ではさまざまな方法のまちづくりが把

握できる。各務原市の課題解決に参考にして

いきたい」と述べました。

協働研究
「各務原市のまちづくりと
市民活動の現状と課題」について

報告 　 センター事務局

７月29日に開催した報告会（各務原市役所市民交流スペースにて）

報告書はセンターホームページからPDFを

ダウンロードして閲覧できます
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研究の報告とワークショプを開催

　7 月 29 日には各務原市役所に新しくでき

た北棟１階の市民交流スペースで、協働研

究「各務原市のまちづくりと市民活動」の報

告会を開催しました。開会にあたり、各務原

市の浅野健司市長が「現在、各務原市では富

樫理事長にもメンバーに加わって頂き、次

期総合計画の基本構想や計画を策定中であ

るが、この中では

『市民協働』を一丁

目一番地に取り組

んでいる。今日の

テーマである『もっ

とみんながつなが

る！』をキーワー

ドに、ワークショッ

プ な ど を 通 じ て、

新たなつながりを作り、今後のまちづくりへ

の取り組みに活かしていただきたい」と、あ

いさつしました。

　今回の報告会には、市民のみなさん、市役

所職員、労働組合、まちづくりの団体、他市

の自治体議員など全体で 45 人の参加があり

ました。「はじめまして」の人たちと「まち

づくり」について意見を交換し、新たな発見

ができるのも、この会ならではです。この日

のテーマ、「今日ももっとつながろう」にふ

さわしい時間となりました。

▲「市民協働」を進めてい
きたいと話す各務原市・
浅野健司市長

岐阜新聞（朝刊）
2024年4月24日

▲富樫理事長は各務原市総合計画審議会副会長と
して計画の策定に関わった。（写真右）
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「各務原市のまち・ひと」

報告者・富樫幸一

　（岐阜県地方自治研究センター理事長・

岐阜大学地域科学部名誉教授）

　はじめに富樫理

事長が「各務原市

のまち・ひと」と

いうテーマで行っ

た研究を発表しま

した。市全体・町

別 の 人 口 の 推 移、

各務原市の産業構造と就業について分析し、

また、人口は異なるものの各務原市と似た地

域条件にある相模原市と豊田市との比較や共

通点を取り上げながら、各務原市におけるこ

れからの課題を提起しました。

　続けて、これまで自治研センターが実施した

関市（2021年）・岐阜市（2022年）の研究にも触

れながら、今回の協働研究で取り組んだ 10

のテーマを説明しました。この中では、歴史

を紡ぐまちづくり、郊外ならではのまちづく

り、学生も参加するまちづくりなど、それぞ

れの場所で様々な方法により人とひとを繋ぐ

工夫がなされていることを紹介しました。

「市の総合計画の中には『つながる』という言

葉が頻繁に登場するが、つながり方はいろい

ろあり、地域や事情によっても異なる。こう

いった研究を通じて、多くの方法を学んでも

らいたい。そして今日は様々な分野からの参

加があるので、この会を通じて新たなつなが

りを増やしてもらいたい」と話しました。

※ 1　各務原市大野町は各務原市の西の玄関口にあたる。南北に東海北陸道、東西には国道 21 号線がある。
その交差点の北東には各務原イオンモールが位置し、商業都市としての機能も果たす。世帯数は 370 世帯
程度、人口は約 1000 人。最近は、交通と便がよく、イオンモールなどの生活環境が整っていることから
新規住宅の建設が増えています。
※ 2　アンケートは、15 歳（高校生）以上、中学生、小学生別に実施。全ての住民が容易に回答できるように、
紙によるアンケート、インターネットによるアンケートの選択の幅をもたせた。幼い子どもたちには絵で
表現も。結果は大野町のホームページより閲覧可能。各務原市まちづくり活動助成金の事業で行った。

「大野町
※1

の歴史と大野町自治会の取り
組み」
報告者・鈴木智晴

　（耀く大野町まちづくり委員会事務局長）

　定年退職後に地

元大野町の自治会

役員として活動す

ることになった鈴

木さん。2021年に

「10年、20年後、

こ の ま ち が ど う

なっているのかを知りたい」という思いから

実施した住民意向アンケート調査
※2

について

説明しました。全世帯から回答があったとい

う結果の中から、10年後の居住形態について

は１割が空き家になり、20年後には約２割に

増えること、10年後の生きがいは「趣味や家

族友人との交流」という考える人が多く、地

域コミュニティの重要性が高いといった、大

野町の将来像と今後の課題を見出すことがで

きたと話しました。「魅力的な自治会活動を

行うには、魅力あるコンテンツを発掘し住民

に関心を持ってもらう必要がある。行政の支

援だけでなく、他の団体との協業や持続可能

な運営の構築や中長期計画の立案も重要であ

り、地元企業と力を合わせることも大切だ」

と考えを述べ、町の近くにあるイオン各務原

や佐川急便との取り組みについても紹介しま

した。

　「まちづくりに無関心な住民が多いこと、

自治会の担い手が少なくなるという現実は変

えられないこと。ただ、コミュニティや自治
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会活動への参加に意識を向けてもらえるよう

「変えることができる」こともある。少しず

つ発信しながら、まちづくりを進めたい」と

話しました。

「まちを楽しむ人たちのコミュニティ」

報告者・尾関加奈子

　（一般社団法人かがみはら暮らし委員会）

　かがみはら暮らし

委員会は学びの森と

いう公園の中にある

カフェ「KAKAMIG

AHARA STAND」

を運営し、そこを拠

点として様々な活動

をするコミュニティです。各務原市が進める

シティープロモーションや官民連携を目的と

したイベントの企画を考えるボランティア仲

間５人で10年前にスタート。今では100人を

超えるメンバーで活動しています。尾関さん

らがアイデアを出し合い毎年11月３日に開催

されるイベント「マーケット日和」は昨年10

周年を迎え、今では市内外から多くの人たち

が集まる各務原市の大きなイベントへと発展

しました。

　尾関さんは委員会のヴィジョンは「まちを

楽しむ人たちのコミュニティ」だとし、安心

感・主体性・多様性の3つを柱に、メンバー

で「寄合」という名の交流会や話し合いを設

け、趣味や興味で繋がる活動を行っているこ

と、その中で「新たな価値観やつながり」を

生んでいるのだと説明しました。「私たちは

メンバーの「これやりたい」「楽しみたい」

という思いがベースにあるため、この動きを

まちづくりとして捉えていない。ただ、取り

組みが「まちづくり」につながって、みなさ

んにもおもしろいなと思っていただけたらう

れしい」と話しました。まちの課題や問題解

決が軸となっている自治会のまちづくりの方

法とは対照的でした。

ワークショップで 「つながりをつくる」

　ワークショップでは参加者がグループに分

かれ「もっとつながるにはどうする？今日も

つながろう」をテーマに、富樫理事長、鈴木

さん、尾関さんの報告について感想を述べあ

い、つながりをつくるための工夫について話

し合いました。

　各グループから話し合った内容を発表して

もらいました。この中では「自治会とは何だ

ろう、人のつながりとは何だろうと改めて考
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えた。その中で、みんなが共有した意識を持

つ、それを形にしていく、実行する勇気を持

つという結論がでた」「主催者も参加も「つ

ながる」チャンス、つながっていく経過も楽

しむことが必要だと話し合った」という報告

もありました。

　各グループで出されたアイデアや課題の一

部を写真で紹介します。また、今回の参加者

でもあり、岐阜市役所職員として市民協働に

携る川村正浩さんからの寄稿「市民協働の取

り組みとコミュニティの可能性」を掲載しま

す。多くの皆さんのご協力によって協働研究

を進めることができました。このような活動

が今後の地域づくりにつながればと願ってい

ます。
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　この度、岐阜県地方自治研究センターと自

治体との連携により実施された協働研究につ

いて、2022年度は岐阜市、2023年度は各務原

市の事例を学びつつ、取り組みが行われた。

　「市民協働」に関する施策というと、行政

的には比較的に新しい施策と言えるのだろう

か。私が所属する岐阜市における市民協働推

進の施策というと、概ね2003年（平成15）頃

に、先駆け的な取り組みが具体化してきたよ

うに思う。1990年代半ばに入ってバブル崩壊

と長期的な経済停滞に続く「失われた30年」

の始まりと言え、国民生活から徐々に豊かさ

が失われ社会的な格差が拡大し、人々の心か

ら余裕が無くなり、社会から零れ落ちる弱者

に手を差し伸べることが難しくなる、そんな

時代であったと思う。

　経済停滞とそれに伴う税収減は、行政組織

においても、従来のように社会問題への対策

全部を請け負うような、いわゆる「お任せ民

主主義」を続けていけるだけの余力が失われ

ていった。行財政改革の必要が叫ばれ、財政

支出をいかに抑制するかということが重要な

テーマとなった。社会保障水準は低下傾向を

続け、自助努力の必要が声高に喧伝されるよ

うになった。人々の間にあったはずの融和的・

協力的な意識も希薄化していった。困ったと

きに誰かが相談に乗ってくれる、助けてくれ

る、そんな期待は贅沢なものとなっていった。

　税収のことも含め、社会的な資源が潤沢で

あった時代には、誰かがつくった大まかな施

策パッケージに乗っかって恩恵を受けるだけ

で足り、救われない人が出てくることは少な

かった。しかし、その資源を集められない現

代では、より重要な分野に集中して資源投資

せざるを得なくなる。相対的な比較で重要と

されない分野については、仮にそれに一定の

必要性・重要性があったとしても我慢し、自

分で何とかしてもらうしかない。ある意味、

大変冷たい社会になりつつある。

　産業構造の変化と競争に伴う小規模事業者

の減少と生き残った事業者の大規模化・組織

化、就業形態としては雇用労働が増加、それ

による核家族化と家族の小規模化などの状況

が出てくる中、利害関係の無いところで人と

人との関わりを大切にする意識はどんどん失

われていった。単身世帯や高齢者のみ世帯の

増加に顕著なように、社会生活において「孤

独」は身近なものとなってしまっている。社

会から零れ落ちる人々が出てくるのは必然

だった。

　そのため、社会的なセーフティネットをあ

らためてどのように再構築するかを考える中

で、「市民協働」という施策が具体化されて

きたように思う。それは、社会において公益

活動を担うプレイヤーを行政組織に限らず、

さまざまな立場の中に自ら公益活動に取り組

む熱意のある担い手を育て、それぞれが主体

性を持って活動がなされる、その総合力を

持って良質な社会の構築、すなわち「まちづ

くり」を行っていこうとする考え方である。

施策の具体化に向けて着眼したのは、「地域

型コミュニティ活動」と「テーマ型コミュニ

人と人の豊かな関係が導く優しい社会、やりたいことが
社会に認められるやりがいのある社会をめざして

〜市民協働の取り組みとコミュニティの可能性〜
岐阜市市民協働推進部市民活動交流センター

岐阜県地方自治研究センター　理事 川 村 正 浩
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ティ活動」であった。

　１点目の地域型コミュニティは自治会がイ

メージしやすいが、居住する生活圏域の人間

関係を豊かにし、近隣の相互扶助関係を生活

の安心感を高めるセーフティネットとして機

能させようとするものであった。かつては伝

統的かつ自然発生的、あって当たり前のよう

なコミュニティの機能であるのだが、前述の

社会構造の変化と経済停滞からくる心の余裕

の喪失等から、地域コミュニティヘの関わり

意識は低下の一途を辿っており、一部の意識

の高い住民等が担い手となって維持している

ものの、活動の負担が重く、やらされ感が募

り、それで関わりを避ける悪循環になる実態

がある。行政もこうした組織を下請け的に便

利に使って仕事を任せ、あるいは補助金でそ

の行動をコントロールしようとしてきたとこ

ろがある。岐阜市が進めようとしてきた「ま

ちづくり協議会」は、地域の中で分野ごとば

らばらにある活動団体に対して連携の足掛か

りを作って負担軽減を図るとともに、この地

域の中で「何をやるか（何に資源を投資する

か）」を話し合い、合意形成する場を作ろう

とする試みであり、主体的な意思を持った公

益活動の実施者に育て上げるための施策と言

える。取り組みの結果として、全市画一的な

施策展開で無駄をつくるのではなく、その地

域独自の課題やニーズを汲み取り、あるいは

文化的特徴を活かし特化した公益活動を展開

する意識が生まれたことは一つの成果であ

る。各務原市においても地域のニーズに焦点

をあてたまちづくり組織の活動を支援する施

策が進んでおり、これらは地域を問わず共通

の視点を持つことができるかもしれない。

　自分たちで「何をやるか」を提案し決定で

きることは、任意の自主組織であるコミュニ

ティを存続させる上で極めて重要である。よ

り多くの住民が参画し、提案したことを実現

させられる喜びを感じてもらえるような自治

組織の仕組みを作り上げていくという理想か

らはまだまだ道半ばであるが、市民協働施策

を具体化する重要な柱の施策として、今後も

研鑽を続けていきたいテーマである。

　２点目のテーマ型コミュニティは、ＮＰＯ

やボランティア団体の活動イメージがわかり

やすい。共通のテーマに興味・関心を持つ仲

間によってコミュニティが形成され、社会課

題の解決に資する公益活動テーマに昇華して

いく、というものである。もともとがその人

にとって興味を引くテーマであることから活

動への熱意が高く、また具体的な取り組みま

での着手が早い。関心の高さがあればこその

専門性の高さもある。活動内容の必要性につ

いてうまく他者との共通理解が進みさえすれ

ば公益活動の担い手として非常に強力な活動

主体である。施策実施の合意形成・意思決定

▲大野町では３年前から自主防災イベントも開催し、
大規模災害が起こった際の行動をみんなで考えてい
る。ホースの扱い、水圧の強さ、AEDの操作を実際
に体験。共助の大切さをみんなで学んでいる。
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までに足の遅い行政の弱点を補完する、また

先駆的な活動により施策効果の実践的検証を

提供してくれる行政にとってありがたい存在

でもあるだろう。その一方で、そのテーマに

関心の無い者からすれば活動への意義が理解

されにくく、余程に共感の高いテーマを除

き、広範に理解を得て活動を拡げていくこと

が難しいという特徴もある。

　これらテーマ型のコミュニティ活動を一般

的なものにしていくためには、より多様な活

動に光を当てるための工夫が必要になるだろ

う。その人によって興味・関心を引くテーマ

は異なって当然であり、その興味・関心の高

さが活動への熱意になり使命に昇華する。そ

の人のやりたいことが社会的な公益性に結び

つくということを目に見えるようにしていく

ことが必要である。この点で、岐阜市も各務

原市も「提案公募型の市民活動に対する助成

事業」を行政支援策の一つの解法として事業

展開している。活動者が持つ熱意に着目する

機会を創り出し共感を拡げる支援を行うこと

が、こうした活動にとっては有効なのではな

いか。また、類似する支援策で「行政施策

とのマッチングを図る協働事業の提案協議」

「寄附・クラウドファンディングを活用した活動へ

の共感づくり」なども生まれてきている。

　その一方、今回研究の事例報告の中で、私

自身新鮮な驚きをもってお聞きしたのが、各

務原市の「かがみはら暮らし委員会」の取り

組みである。『活動に、最初から目標を設け

ない』『集まったみんなで、やりたいことを

やる活動にする』というスタンスの活動に、

私自身も「公益活動を『しなければならな

い』」に囚われていたのではと考えさせられ

た。

　人は、何かをするという目的を持って集ま

るとは限らない。ただ距離が近かったという

だけで集まりになり、偶然のコミュニケー

ションがあり、何かをやりたくなるという機

運が生まれてくるというプロセスがあり得る

のだというのは大変に興味深い発見だった。

集まれる場所という環境だけがあり、それ以

外は何の制約もなく自由に。見通しを持たな

ければ行動に移すのが不安でならない行政職

員にとっては極めて挑戦的な発想の施策であ

るが、ある意味、市民協働推進施策としては

大変「らしい」施策と言えるかもしれない。

　上記で述べた「地域型コミュニティ活動」

と「テーマ型コミュニティ活動」をうまく育

て、連携していくことが市民協働推進施策の

重要な柱であることは、きっとこれからも変

わらないだろう。

　さらに言えば、この両者がうまく連携でき

る道を開くことができれば、という思いもあ

る。人間同士の関係性そのものに重きがあ

り、助け合い・奉仕の意識が強く、組織だっ

た活動に強みのある地域型コミュニティと、

使命・テーマヘの共感のもと熱意の高い学び

と旺盛な行動力を持つテーマ型コミュニティ

が互いに協力し合えば、活動の選択肢をより

大きく広げることができると思うのだが…。

互いに思い入れがありすぎて活動者同士がわ

だかまりなく共感しあい活動できる環境を創

り出すには、まだ試行錯誤が必要かもしれな

い。これについてはまた別の機会に。

▲５人でスタートしたコミュニティ「かがみはらし暮らし委
員会」。「目標を設定しない」「みんなで楽しむ」とい
う活動のスタンスは新鮮であった。
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　今回「特集１」で報告している上林特任教授の記念講演について、多くの方

から意見をいただいた。非正規公務員がなぜなくならないのか。正規職員への

任用替えにより安定した雇用環境の整備を組合としても訴えてきたが、なかな

か進まないことについて疑問を感じていたところであるが講演を聞いて、少し

靄が消えた。正規の代替えや一時的な補充としての位置づけなどで非正規が採

用されていることもあるが、業務自体を非正規のみで担っている業種があり、

その業務を希望した場合、非正規しか選択の余地がないと言うことである。正

規職員は削減していくため、ジョブローテーションでジェネラリストを作って

いく、そして専門で業務を遂行するのは、専門職としての非正規職員になって

しまっている。今後ジョブ型の採用が進む可能性もある中で、非正規職員の給

与がこのままでいいはずがない。専門的に業務を行う正規の職員が増える施策

を考えないとますます公務員のなり手は少なくなっていくだろう。

編
集
後
記
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鎌
倉
時
代
か
ら
室
町
時
代
に
わ
た
り
、
山
田
庄（
現

在
の
郡
上
市
大
和
町
、
八
幡
町
・
白
鳥
町
の
一
部
）を

中
心
に
一
帯
を
お
さ
め
た
領
主
一
族
・
東（
と
う
）氏
は
、

武
士
で
あ
り
な
が
ら
優
れ
た
和
歌
を
詠
ん
だ
歌
人
で
、

中
で
も
東
常
縁（
と
う
の
つ
ね
よ
り
）は
、『
古
今
和
歌

集
』の
解
釈
等
を
伝
え
る「
古
今
伝
授
の
祖
」と
し
て
文

学
史
に
名
前
を
刻
み
ま
す
。

　

国
名
勝
・
東
氏
館
跡
庭
園
、
国
史
跡
・
東
氏
館
及
び

篠
脇
城
を
含
め
、
東
氏
ゆ
か
り
の
文
化
遺
産
が
あ
る
一

帯
を「
古
今
伝
授
の
里
フ
ィ
ー
ル
ド
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
」

と
し
て
整
備
、開
園
し
た
の
は
平
成
５
年
。以
来
、和
歌
・

短
歌
を
基
盤
に
し
た「
歌
の
ま
ち
づ
く
り
」を
進
め
て

い
ま
す
。

　

令
和
５
年
に
は
、
地
元
の
小
学
生
が
出
演
す
る
創
作

オ
ペ
レ
ッ
タ「
東
氏
も
の
が
た
り
」を
オ
ー
ル
郡
上
で
制

作
し
、
今
年
も
11
月
に
上
演
さ
れ
ま
す
。
地
域
の
歴
史

文
化
、
ま
ち
づ
く
り
が
次
世
代
へ
と
受
け
つ
が
れ
ま
す
。

（
提
供
／
郡
上
市
・
古
今
伝
授
の
里
フ
ィ
ー
ル
ド
ミ
ュ
ー

ジ
ア
ム
）




